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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(１）連結経営指標等

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高（百万円） 47,754 48,257 48,948 41,758 37,108

経常利益（百万円） 2,437 2,322 2,009 1,500 1,452

当期純利益（百万円） 1,495 1,418 787 481 3,687

純資産額（百万円） 19,744 20,688 20,970 20,896 24,388

総資産額（百万円） 28,904 28,115 28,655 28,455 29,159

１株当たり純資産額（円） 2,224.911,140.461,153.851,214.761,441.75

１株当たり当期純利益金額

（円）
138.94 78.51 43.42 26.86 215.50

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
129.87 77.20 43.23 26.76 213.96

自己資本比率（％） 68.3 73.5 73.0 73.2 83.4

自己資本利益率（％） 7.0 7.0 3.8 2.3 16.3

株価収益率（倍） 15.98 10.38 10.82 8.15 1.74

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
4,093 6,118 1,705 2,679 1,150

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
1,022 △885 △1,696 △1,809 △1,277

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△5,115 △2,009 △269 △342 △308

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
1,530 4,754 4,494 5,021 4,586

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

572

(179)

599

(181)

603

(147)

545

(135)

526

(111)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成18年４月１日をもって１株につき２株の割合で株式分割を行っており、平成18年３月末時点の

株価は権利落ち後の株価となっております。なお、第34期の株価収益率につきましては、１株当たり純資産額

等との整合性を図ることから、権利落ち後の株価に分割割合を乗じて算定しております。

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

有価証券報告書

 2/99



(２）提出会社の経営指標等

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高又は営業収益（百万円） 25,031 22,033 11,882 1,102 1,516

経常利益（百万円） 1,620 1,235 708 398 730

当期純利益又は当期純損失

（△）　（百万円）
1,036 820 65 △48 3,419

資本金（百万円） 6,321 6,321 6,321 6,321 6,321

発行済株式総数（株） 11,531,50623,063,01223,063,01223,063,01223,063,012

純資産額（百万円） 17,531 17,873 17,453 16,851 20,064

総資産額（百万円） 24,711 23,340 21,636 21,991 22,266

１株当たり純資産額（円） 1,975.48 985.17 959.91 978.94 1,185.46

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）

（円）

22.50

(10.00)

15.00

(7.50)

15.00

(7.50)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

96.34 45.42 3.62 △2.72 199.79

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
90.05 44.66 3.61     －        198.36

自己資本比率（％） 70.9 76.5 80.5 76.4 89.8

自己資本利益率（％） 5.3 4.6 0.4 △0.3 18.6

株価収益率（倍） 23.04 17.94 129.83    －    1.88

配当性向（％） 23.4 33.0 414.4    －    5.0

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）（人）

293

(102)

301

(103)

8

　(－)

11

(－) 

26

(－) 

　（注）１．売上高又は営業収益には消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成18年４月１日をもって１株につき２株の割合で株式分割を行っており、平成18年３月末時点の

株価は権利落ち後の株価となっております。なお、第34期の株価収益率につきましては、１株当たり純資産額

等との整合性を図ることから、権利落ち後の株価に分割割合を乗じて算定しております。

３．当社は、平成19年10月１日付で、会社分割を行い純粋持株会社体制へと移行いたしました。従いまして、第36

期の主要な経営指標等は、第35期以前と比較して大きく変動しております。

４．第36期平均臨時雇用者数につきましては、会社分割後の平均臨時雇用者数を記載しております。

５．第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 主な沿革

昭和47年10月 東京都町田市においてケーユー商事㈱を設立、自動車販売業務を開始

昭和52年12月 本社サービス工場を設置、自動車修理業務を開始

昭和55年７月 本社営業所竣工

昭和57年９月 ㈱オートラマケーユー（子会社・現㈱ファイブスター東名横浜）を設立

昭和63年４月 ケーユーモータース㈱を吸収合併、自動車修理業務を再開

昭和63年６月 ㈱ビ・ケーユー（子会社・現㈱シュテルン世田谷）を設立

商号を㈱ケーユーに変更

昭和63年７月 ライダースショップケーユー相模原店を設置

昭和63年12月 メルセデス・ベンツ日本㈱と販売店契約を締結

昭和64年１月 ㈱ビ・ケーユーを㈱シュテルン東名横浜（現㈱シュテルン世田谷）へ商号変更

平成元年12月 社団法人日本証券業協会（現日本証券業協会）に株式店頭登録

平成２年６月 管理部事務所竣工

平成４年10月 ㈱シュテルン東名横浜（現㈱シュテルン世田谷）多摩支店（現メルセデス・ベンツ多摩）を設置

平成６年５月 インポートカーケーユー東名横浜店を設置

平成６年６月 相模原西営業所を設置

平成６年７月 横須賀営業所を設置

平成８年９月 ハーレーダビッドソンジャパン㈱と正規販売店契約を締結

平成８年11月 クライスラージャパンセールス㈱（現クライスラー日本㈱）とメインディーラー契約を締結

戸塚営業所を設置

平成８年12月 千葉営業所を設置

東京証券取引所（現㈱東京証券取引所）市場第二部に株式上場

平成９年４月
㈱シュテルン東名横浜（現㈱シュテルン世田谷）中古車センター（現メルセデス・ベンツ東名横浜サーティファイド

カーセンター）を設置

平成９年７月 クライスラー相模原店を設置

平成９年８月 クライスラー東名横浜店を設置

平成９年11月 秦野営業所を設置

平成10年１月 久喜白岡営業所を設置

平成10年４月 鶴川営業所を設置

平成10年７月 八王子営業所を移転

平成10年10月 クライスラー部門の２店舗を東名横浜クライスラー㈱（現㈱ファイブスター東名横浜）に事業譲渡

平成12年４月 本社営業所立体展示場竣工

平成12年８月 ㈱シュテルン世田谷を買収

平成13年５月 ㈱シュテルン世田谷中古車センター（現メルセデス・ベンツ世田谷南サーティファイドカーセンター）を設置

平成13年10月 ㈱シュテルン東名横浜と㈱シュテルン世田谷を合併（現㈱シュテルン世田谷）

平成14年12月 東大和営業所を設置

平成15年７月 ㈱シュテルン世田谷あざみ野支店（現メルセデス・ベンツあざみ野）を設置

平成16年10月 宇都宮インターパーク店を設置

平成16年11月 ㈱モトーレン東名横浜を設立

平成17年１月 ㈱モトーレン東名横浜がビー・エム・ダブリュー東京㈱より５店舗の営業権を譲受

平成17年５月 ㈱モトーレン東名横浜ＭＩＮＩ相模原を設置

平成19年３月 三郷インター店を設置 

平成19年４月 ㈱シュテルン世田谷メルセデス・ベンツ東名横浜をリニューアルオープン

平成19年10月 商号を㈱ケーユーホールディングスに変更、新設分割により事業会社㈱ケーユーを設立

平成19年12月 ㈱ケーユー千葉ニュータウン店を設置

平成20年４月 ㈱ケーユー鶴川店を、㈱モトーレン東名横浜町田鶴川アプルーブドカー・センター（現ＢＭＷＰremium Ｓelection 

町田鶴川）としてリニューアルオープン

平成20年６月 ㈱モトーレン東名横浜港南支店を事業譲渡

平成20年７月 ㈱モトーレン東名横浜ＢＭＷ Ｐremium Ｓelection 横浜六角橋を設置

平成21年４月 東名横浜クライスラー㈱を㈱ファイブスター東名横浜に商号変更

平成21年４月　 ㈱ケーユーのＧＭシボレー東名横浜を分割し、㈱ファイブスター東名横浜が継承

平成21年７月 ㈱モトーレン東名横浜横浜西口支店を廃止し、横浜三ツ沢支店として設置　

平成21年10月　 ㈱ケーユーのハーレーダビッドソン相模原を分割し、㈱ファイブスター東名横浜が継承

平成21年12月 ㈱ファーレン神奈川中央フォルクスワーゲン相模原橋本を設置　

平成22年２月　 ㈱ケーユー本店をリニューアルオープン　

平成22年３月 ㈱ファイブスター東名横浜ＧＭ・クライスラー正規店同時開設

平成22年４月　 ㈱ケーユー菖蒲店を設置　

平成22年４月　　　　　　 ㈱モトーレン東名横浜ＢＭＷ Ｐremium Ｓelection 横浜山下公園を設置　
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社、以下同じ。）は、株式会社ケーユーホールディングス及び子会社５社よ

り構成されており、主な事業は、自動車の販売及び修理であります。

当社グループの当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

※１．お客様に対し、自動車の販売及び修理を行っております。また、お客様より中古車の仕入れを行ってお

ります。

※２．上記により仕入れた中古車においてお客様に販売可能な商品は、主要な事業の該当する会社に販売し

ております。また、自動車の修理は、適したサービス工場を有する会社に外注委託をしております。

※３．一部の販売店舗を賃貸しております。

※４．主要な事業を示しております。

※５．提出会社が連結子会社に対し一部の販売店舗を賃貸しております。また、経営指導及び一部の業務を受

託しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
（％）

関係内容
主要な損益情報等
(百万円)

役員の兼任
等（人）

営業上の
取引

設備の賃
貸借

その他

(1）売上高
(2）経常利益
(3）当期純利益
(4）純資産額
(5）総資産額

連結子会社

 

㈱ケーユー
東京都

町田市
50

自動車販売・

修理・保険代

理業

所有

100.0
兼任４

経営指導

及び業務

受託

土地建物

の賃貸
－

(1)  　　17,905

(2）    　　734

(3）    　　411

(4）  　　4,402

(5）  　　5,809

連結子会社

 

㈱ファイブス

ター東名横浜

東京都

町田市
30

自動車販売・

修理・保険代

理業

所有

100.0
兼任３

経営指導

及び業務

受託

土地建物

の賃貸
－ －

連結子会社

 

㈱シュテルン

世田谷

東京都

町田市
355

自動車販売・

修理・保険代

理業

所有

100.0
兼任４

経営指導

及び業務

受託

土地建物

の賃貸
－

(1)  　　10,531

(2）    　　417

(3）    　　378

(4）  　　3,752

(5）  　　4,852

連結子会社

 

㈱モトーレン

東名横浜

東京都

町田市
50

自動車販売・

修理・保険代

理業

所有

100.0
兼任４

経営指導

及び業務

受託

－ 資金貸付

(1)       7,324

(2）       　96

(3）         44

(4）　   　 115 

(5）      2,764 

 連結子会社

　

㈱ファーレン

神奈川中央　

東京都

町田市 
10

自動車販売・

修理・保険代

理業

所有

   100.0
兼任５

経営指導

及び業務

受託　　

土地建物

の賃貸
資金貸付 －

その他の関係

会社
東京都

町田市
32

不動産の管理

業

被所有

35.2
兼任３ － － － －

㈲ヤマサン

(注)１．上記子会社５社は、特定子会社に該当いたしません。

２．関係会社のうちには有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３．㈱ケーユー、㈱シュテルン世田谷及び㈱モトーレン東名横浜については、売上高（連結会社間の内部売上高を

除く）の連結売上高に占める割合が100分の10を超えております。

５【従業員の状況】

(１）連結会社の状況

 （平成22年３月31日現在）

部門名 従業員数（人）

営業部門 254 (69)

仕入部門 17  (5)

サービス部門 193 (25)

管理部門 62 (12)

合計 526 (111)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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(２）提出会社の状況

 （平成22年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 26（－） 39.4 7.8 4,956,888

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数は（　）内に平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が前事業年度末に比べ15名増加しましたのは、各連結子会社の経理業務を移管したことによるもの

であります。

(３）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(１)業績

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、堅調なアジア市場と緊急経済対策の効果などを背景に、下げ止まりの動

きが見られるようになりました。企業収益が改善、設備投資は下げ止まりつつあります。個人消費も改善の兆しが窺

われますが、失業率が高水準で推移するなど、雇用情勢は依然として厳しく先行きは不透明です。

　自動車販売業界におきましては、低燃費車を対象としたエコカー減税や新車補助金制度など政府の支援策等で国

内の自動車販売は昨夏に前年比プラスとなり、新車の総販売台数は488万台（対前年度比3.8％増加）と４年ぶりの

前年度比プラスに転じましたが、金融危機前の平成19年度（531万台）には届きませんでした。一方、外国メーカー

車の新車販売台数は、16.6万台（同5.7％減少）となり、依然として厳しい状況が続いております。

　中古車マーケットにつきましても、中古車登録台数は394万台（同7.5％減少）と４年連続で前年度を下回る結果

となりました。

　このような状況下、当社グループの経営成績は以下のとおりとなりました。

　売上高は、前期に比べ4,650百万円減少の37,108百万円（同11.1％減少）となりました。カテゴリー別では、国産車

は、前期に比べ590百万円減少の14,119百万円（同4.0％減少）となりました。また、輸入車は、前期に比べ3,630百万

円減少の15,465百万円（同19.0％減少）となりました。

　アフターセールス部門におきましても前期に比べ224百万円減少の4,659百万円（同4.6％減少）となりました。ま

た、手数料収入は、販売台数の減少に伴い、前期に比べ168百万円減少の2,421百万円（同6.5％減少）となりました。

　売上原価は、仕入調達力の強化や利益重視の販売活動により、前期に比べ4,041百万円減少の29,696百万円（同

12.0％減少）となりました。その結果売上原価率は80.0％と前期に比べ0.8％改善いたしました。

　販売費及び一般管理費は、広告宣伝費、人件費等経費削減を進め、前期に比べ585百万円減少の6,071百万円（同

8.8％減少）となりましたが、経費率は16.4％と前期に比べて0.5％増加いたしました。

　営業利益は、前期に比べ23百万円減少の1,339百万円（同1.7％減少）となり、営業利益率は、前期に比べ0.3％プラ

スの3.6％となりました。

　営業外損益は、純収益が前期に比べ25百万円減少の112百万円となり、経常利益は、前期に比べ48百万円減少の

1,452百万円（同3.2％減少）となりました。

　特別損益は、㈱ケーユーホールディングスが所有する㈱ケーユー本店敷地の一部収用による補償金を計上する等

により純損益が4,857百万円となり、税金等調整前当期純利益は、前期に比べ5,269百万円増加の6,309百万円（同

506.5％増加）となりました。

　その結果、当期純利益は、前期に比べ3,206百万円増加の3,687百万円（同666.1％増加）となりました。

　　

(２)キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、4,586百万円になりました。各キャッシュ

・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果獲得した資金は、1,150百万円（前期比1,529百万円減少）となりました。

これは主に、収用補償金5,414百万円（前期は実績なし）、たな卸資産の増加額892百万円（前期は

2,067百万円の減少）、法人税等の支払額495百万円（前期比307百万円減少）等の減少要因はありましたが、仕入

債務の増加額424百万円（前期は658百万円の減少）、減価償却費770百万円（前期比92百万円増加）及び税金等

調整前当期純利益6,309百万円（同5,269百万円増加）の増加要因によるものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果支出した資金は、1,277百万円（前期比532百万円減少）となりました。

これは主に、収用に伴う補償金の収入1,624百万円（前期比1,571百万円増加）による増加要因がありました

が、有形固定資産の取得による支出2,960百万円（同1,000百万円増加）等の減少要因によるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果使用した資金は、308百万円（前年同期比34百万円減少）となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出50百万円（前年同期比13百万円増加）、配当金の支払額171百万円

（同55百万円減少）、自己株式の取得による支出86百万円（同110百万円減少）等の減少要因によるものであり

ます。
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２【仕入及び販売の状況】

(１)仕入実績

品目

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

対前年度比較増減

台数
（台）

金額（百万円）
構成比
（％）

台数
（台）

金額（百万円）
構成比
（％）

台数
（台）

金額（百万円）

四輪車         

国産新車 1,875 2,854 9.31,880 3,18010.9 5 326

輸入新車 1,997 10,36033.61,728 8,88330.4△269 △1,477

新車計 3,872 13,21542.93,608 12,06341.3△264 △1,151

国産中古車 14,349 7,99726.014,315 8,14927.9△34 151

輸入中古車 3,942 6,86022.33,619 6,49122.3△323 △368

中古車計 18,291 14,85748.317,934 14,64050.2△357 △216

四輪車計 22,163 28,07291.221,542 26,70491.5△621 △1,368

二輪車         

新車 204 220 0.7 114 163 0.6 △90 △57

中古車 261 112 0.4 230 156 0.5 △31 43

二輪車計 465 333 1.1 344 319 1.1△121 △13

商品仕入高合計 － 28,40692.3 － 27,02492.6 － △1,382

材料仕入高 － 2,370 7.7 － 2,160 7.4 － △210

合計 － 30,776100.0 － 29,184100.0 － △1,592

(注)１．材料については、その品目が多岐にわたるため金額のみの記載としております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(２)販売実績

品目

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

対前年度比較増減

台数
（台）

金額（百万円）
構成比
（％）

台数
（台）

金額（百万円）
構成比
（％）

台数
（台）

金額（百万円）

四輪車         

国産新車 1,880 3,235 7.71,871 3,551 9.6 △9 316

輸入新車 1,755 9,88123.71,396 7,82621.1△359 △2,055

新車計 3,635 13,11631.43,267 11,37830.7△368 △1,738

国産中古車 14,814 11,47427.513,995 10,56828.4△819 △906

輸入中古車 4,127 9,21422.13,469 7,63820.6△658 △1,575

中古車計 18,941 20,68949.617,464 18,20749.0△1,477 △2,482

四輪車計 22,576 33,80581.020,731 29,58579.7△1,845 △4,220

二輪車         

新車 205 305 0.7 117 215 0.6 △88 △89

中古車 302 173 0.4 232 227 0.6 △70 53

二輪車計 507 478 1.1 349 442 1.2△158 △36

商品売上高合計 － 34,28482.1 － 30,02780.9 － △4,257

修理売上高 － 4,88411.7 － 4,65912.6 － △224

手数料収入 － 2,589 6.2 － 2,421 6.5 － △168

合計 － 41,758100.0 － 37,108100.0 － △4,650

(注)１．修理売上高、手数料収入については、販売品目が多岐にわたるため金額のみの記載としております。

２．主な相手先の販売実績及び総販売実績に対する割合は、前連結会計年度及び当連結会計年度ともに、相手先

別販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10以上を占める取引先がないため、記載しておりません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

個人消費の先行きが不透明ななかで、底を打ったと思われる自動車販売も、新車購入補助金制度が終了すれば、年度

後半には反動減が懸念されるなど、国内の自動車販売業界は、依然として厳しい状況にあります。

この様な状況下、当社といたしましては、引続き、組織のスリム化と業務の効率化により生産性の向上を図るととも

に、経費のコントロールを一層強め、総需要が減少する経営環境においても十分な利益を確保できる企業体質の構築

に努めてまいります。

同時に新規出店や既存店のリニューアルに加え、将来を見据えた新規分野への進出により、業績の拡大のみならず

事業ポートフォリオの増強を図るほか、純粋持株会社の特徴と当社の財務面での強みを活かしたＭ＆Ａの積極的な展

開等を通じ、グループの成長を図ってまいります。
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４【事業等のリスク】

企業が事業を遂行している限り、様々なリスクを伴いますが、当社グループにおいては、リスクの発生を防止、分散、

あるいはヘッジすることによりリスクの軽減に努めております。しかしながら、予想を超える事態が生じ

た場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。なお、以下の記述のうち将来に関する部分は、

当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

(１)販売店契約について

当社グループは、自動車メーカー各社と販売店契約を締結して正規ディーラーとして業務を行っておりますが、

何らかの事由により販売店契約等が継続できなくなった場合には、正規ディーラーとしての業務の取扱いができな

くなり、業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、自動車メーカー各社と良好な関係を築いておりますが、店舗投資等を通じて拡販に注力し、今後

も良好な関係を維持、継続してまいります。

(２)店舗について

当社グループは、当社本社所在地の東京都町田市を中心に南関東地区に集中して店舗を有しております。今後、首

都圏直下型の大規模地震等が発生した場合には、在庫商品や日常の営業活動に支障をきたし、業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、北関東地域へ出店地域を拡大することで、リスク分散をはかっております。

また、国道16号線の拡幅工事に伴ない、工事期間中及び完成後の交通事情変化による来客の変動が起きた場合に

は、主に㈱ケーユー本店の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(３)マーケットの環境について

自動車販売業界におきましては、若年齢層の減少及び自動車に対する嗜好の変化等構造的な要因により、マー

ケットは縮小しております。個人消費の先行きがいまだ不透明な状況で、今後消費税率の引上げが実施された場合

には更に需要が減少する可能性があります。また、新車販売の落込みが、今後良質な中古車の供給不足をもたらす可

能性があります。このようなマーケット環境の変化が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、販売力の強化や効率化の一層の推進等により、需要が伸びない環境下でも安定

的に収益を確保できる企業体質の構築に努めてまいります。

５【経営上の重要な契約等】

業務提携契約

契約年月日 契約先 契約内容 契約品目 契約期間

昭和63年12月５日メルセデス・ベンツ日本㈱ 販売店契約
日本向け乗用車・部品・

用品及びサービス製品

平成12年７月１日から

平成13年６月30日まで

とし、以後自動更新

平成８年11月27日クライスラー日本㈱

メイン

ディーラー

契約

自動車及びその部用品

平成12年12月31日から

平成13年12月30日まで

とし、以後自動更新

平成21年１月１日ビー・エム・ダブリュー㈱
正規ディー

ラー契約
自動車及びその部用品

平成21年１月１日から

平成22年12月31日まで

平成22年１月１日
ゼネラルモーターズアジア・

パシフィック・ジャパン㈱

ディーラー

契約

新車車両及び部品・アク

セサリーの販売及びサー

ビス

平成22年１月１日から

平成22年12月31日まで

平成20年10月28日
フォルクスワーゲングループ

ジャパン㈱

取引基本契

約
製品及びサービス

平成20年10月28日から

平成23年12月31日まで

とし、以後自動更新

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成22年６月28日）現在において当社グループが判

断したものであるため、実際の結果は異なる場合があります。

(１)重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。なお、「重要な会計方針及び見積り」については、「第５ 経理の状況　１．連結財務諸表及び財務諸表の

作成方法について」に記載のとおりであります。

(２)財政状態

総資産は、29,159百万円（前年同期比704百万円増加）となりました。これは主に有形固定資産が1,378百万円、商

品及び製品が627百万円増加しましたが、繰延税金資産が655百万円、現金及び預金が335百万円減少したことによる

ものであります。

負債は、4,771百万円（同2,787百万円減少）となりました。これは主に繰延税金負債が1,376百万円、支払手形及

び買掛金が424百万円増加しましたが、圧縮未決算特別勘定が3,789百万円、未払金及び未払費用が624百万円減少し

たことによるものであります。

純資産は、24,388百万円（同3,491百万円増加）となりました。これは主に利益剰余金が3,516百万円増加したこ

とによるものであります。

(３)当連結会計年度の経営成績の分析

売上高は、前期に比べ4,650百万円減少の37,108百万円（同11.1％減少）となりました。カテゴリー別では、国産

車は、前期に比べ590百万円減少の14,119百万円（同4.0％減少）となりました。また、輸入車は、前期に比べ3,630百

万円減少の15,465百万円（同19.0％減少）となり、国産車に比べ厳しい結果となりました。

アフターセールス部門におきましても前期に比べ224百万円減少の4,659百万円（同4.6％減少）となりました。

また、手数料収入は、販売台数の減少に伴い、前期に比べ168百万円減少の2,421百万円（同6.5％減少）となりまし

た。

売上原価は、仕入調達力の強化や利益重視の販売活動により、前期に比べ4,041百万円減少の29,696百万円（同

12.0％減少）となりました。その結果売上原価率は80.0％と前期に比べ0.8％改善いたしました。

販売費及び一般管理費は、広告宣伝費、人件費等経費削減を進め、前期に比べ585百万円減少の6,071百万円（同

8.8％減少）となりましたが、経費率は16.4％と前期に比べて0.5％増加いたしました。

営業利益は、前期に比べ23百万円減少の1,339百万円（同1.7％減少）となり、営業利益率は、前期に比べ0.3％プ

ラスの3.6％となりました。

営業外損益は、純収益が前期に比べ25百万円減少の112百万円となり、経常利益は、前期に比べ48百万円減少の

1,452百万円（同3.2％減少）となりました。

特別損益は、㈱ケーユーホールディングスが所有する㈱ケーユー本店敷地の一部収用による補償金を計上する等

により純損益が4,857百万円となり、税金等調整前当期純利益は、前期に比べ5,269百万円増加の6,309百万円（同

506.5％増加）となりました。

その結果、当期純利益は、前期に比べ3,206百万円増加の3,687百万円（同666.1％増加）となりました。

(４)経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因については「第２　事業の状況　４．事業等のリスク（３）

マーケットの環境について」に記載しております。

(５)経営戦略の現状と見通し

縮小するマーケットに対応するため、当社グループは、組織のスリム化と業務の効率化により生産性の向上を図

るとともに、経費のコントロールを一層強め、総需要が減少する経営環境においても十分な利益を確保できる企業

体質の構築に努めてまいります。

新規出店や既存店舗のリニューアルに加え、将来を見据えた新規分野への進出等により、業績の拡大のみならず

事業ポートフォリオの増強を図るほか、純粋持株会社の特徴と当社の財務面での強みを活かしたＭ＆Ａの積極的な

展開等を通じ、グループの成長を図ってまいります。 
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(６)資本の財源及び資金の流動性についての分析　

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より1,529百万円少ない

1,150百万円のキャッシュを得ております。これは主に、収用補償金5,414百万円（前期は実績なし）、たな卸資産の

増加額892百万円（前期は2,067百万円の減少）、法人税等の支払額495百万円（前期比307百万円減少）等の減少要

因はありましたが、仕入債務の増加額424百万円（前期は658百万円の減少）、減価償却費770百万円（前期比92百万

円増加）及び税金等調整前当期純利益6,309百万円（同5,269百万円増加）の増加要因によるものであります。

投資活動の結果支出した資金は、1,277百万円（前期比532百万円減少）となりました。これは主に、収用に伴う補

償金の収入1,624百万円（前期比1,571百万円増加）による増加要因がありましたが、有形固定資産の取得による支

出2,960百万円（同1,000百万円増加）等の減少要因によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は、308百万円（前年同期比34百万円減少）となりました。これは主に、長期借入金

の返済による支出50百万円（前年同期比13百万円増加）、配当金の支払額171百万円（同55百万円減少）、自己株式

の取得による支出86百万円（同110百万円減少）等の減少要因によるものであります。

(７)経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「第２　事業の状況　３．対処すべき課題」に記載のとおりであ

ります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、集客力の強化、販売力の増強を目的とした設備投資を継続的に実施してお

ります。　 

（１) ㈱ケーユー　

本店所在地の一部が収用されることに伴い代替用地を取得し、本店のリニューアル工事を継続しておりました

が、総額1,387百万円の追加投資を実施いたしました。

（２) ㈱モトーレン東名横浜　

横浜西口支店を廃止し、横浜三ツ沢支店として開設し総額565百万円の投資を実施いたしました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。

(１)提出会社

 （平成22年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

部門別
の名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース　資
産

（百万円）

工具・器
具・備品
（百万円）

合計
（百万円）

㈱ケーユー

本店

(東京都町田市)

賃貸業務 賃貸設備 3,483 －

5,445

(20,466.61)

[1,245.00]

－ 17 8,946
    －

(－) 

㈱ケーユー

秦野店

(神奈川県秦野市)

賃貸業務 賃貸設備 － －

120

(885.85)

    [－]

－ － 120

 
    －

(－) 

㈱ケーユー

千葉店

(千葉市中央区)

賃貸業務 賃貸設備 56 －

692

(5,125.33)

    [－]

－ － 749
    －

(－) 

㈱ケーユー

千葉ニュータウン店

(千葉県印西市)

賃貸業務 賃貸設備 265 －

   － 

(－) 

[8,591.69]

－ 0 265
    －

(－) 

㈱シュテルン世田谷

メルセデス・ベンツ東名横

浜

(東京都町田市)

賃貸業務 賃貸設備 － －

347

(1,783.59)

    [－]

－ － 347
    －

(－) 

㈱シュテルン世田谷

メルセデス・ベンツ多摩

(東京都多摩市)

賃貸業務 賃貸設備 95 0

364

(2,237.16)

    [－]

－ 0 461
    －

(－) 

㈱シュテルン世田谷

メルセデス・ベンツあざみ

野

(横浜市青葉区)

賃貸業務 賃貸設備 233 －

    － 

(－) 

[3,679.36]

－ 0 233
    －

(－) 

㈱ファイブスター東名横浜

クライスラー・ジープ・

ダッジ相模原

(相模原市中央区)

賃貸業務 賃貸設備 10 0

     － 　

(－) 

[1,362.00]

－ 0 10
    －

(－) 

㈱ファイブスター東名横浜

クライスラー・ジープ・

ダッジ東名横浜

ＧＭシボレー東名横浜

(東京都町田市)

賃貸業務 賃貸設備 129 －

     412 　

(1,645.39) 

    [－]

－ 0 542
    －

(－) 

㈱ファーレン神奈川中央

フォルクスワーゲン相模原

橋本

(相模原市緑区)

賃貸業務 賃貸設備 165 －

     － 　

(－) 

[2,120.44]

－ － 165
    －

(－) 
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(２)子会社

 （平成22年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

部門別
の名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース　
資産

（百万円）

工具・器
具・備品
（百万円）

合計
（百万円）

㈱ケーユー

(注)４

本店

(東京都町田市)

管理業務

販売業務

修理業務

管理設備

販売設備

修理設備

54 75

 
－

(－) 

[20,275.64]

－ 2 132
96

(24)

㈱ケーユー

八王子店

(東京都八王子

市)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
75 0

 
－

(－) 

[3,010.06]

－ 0 75
9

(2)

㈱ケーユー

東大和店

(東京都東大和

市)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
10 1

 
－

(－) 

[3,684.00]

－ 0 12
9

(3)

㈱ケーユー
相模原西店

(相模原市南区)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
5 0

 
－

(－) 

[2,629.70]

－ 0 5
7

(4)

㈱ケーユー

横須賀店

(神奈川県横須

賀市)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
－ 0

 
－

(－) 

[2,846.07]

－ －　 0
6

(2)

㈱ケーユー
戸塚店

(横浜市戸塚区)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
12 1

 
－

(－) 

[7,056.94]

－ 0 14
13

(3)

㈱ケーユー

(注)４

秦野店

(神奈川県秦野

市)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
46 2

 
－

(－) 

[4,373.85]

－ 0 49
18

(5)

㈱ケーユー

(注)４

千葉店

(千葉市中央区)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
15 5

 
－

(－) 

[5,125.33]

－ 0 20
13

(4)

㈱ケーユー

久喜白岡店

(埼玉県白岡町)

 

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
22 1

 
－

(－) 

[3,021.99]

－ 0 24
14

(2)

㈱ケーユー

 宇都宮イン

ターパーク店

（栃木県宇都宮

市） 

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
31 3

 
－

(－) 

[6,611.71]

－ 0 35
12

(3)

㈱ケーユー

三郷インター店

（埼玉県三郷

市） 

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
－ －

 
－

(－) 

[5,696.00]

－ － －
7

(3)

㈱ケーユー

(注)４

千葉ニュータウ

ン店

(千葉県印西市)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
－ 5

－

(－) 

[8,591.69]

－ 1 6
11

(3)

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

有価証券報告書

15/99



会社名
事業所名
（所在地）

部門別
の名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース　
資産

（百万円）

工具・器
具・備品
（百万円）

合計
（百万円）

㈱ケーユー

 買取専門平塚
店

（神奈川県平塚

市） 

販売業務

買取業務

 

販売設備 3 －

－

(－) 

[163.80]

－ 0 3
2

(1)

㈱ケーユー

買取専門鵜野森

店

(相模原市南区)

販売業務

買取業務
販売設備 12 －

 
－

(－) 

[1,536.05]

－ 0 12
3

－

㈱シュテル

ン世田谷

(注)４

メルセデス・ベ

ンツ東名横浜

(東京都町田市)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
622 97

120

(507.09)

[1,972.71]

－ 9 849
32

(4)

㈱シュテル

ン世田谷

(注)４

メルセデス・ベ

ンツ多摩

(東京都多摩市)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
22 47

 
－

(－) 

[2,237.16]

－ 2 72
21

(2)

㈱シュテル

ン世田谷

メルセデス・ベ

ンツ世田谷南

(東京都世田谷

区)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
8 96

 
－

(－) 

[1,331.10]

－ 4 109
35

(7)

㈱シュテル

ン世田谷

メルセデス・ベ

ンツ世田谷南

サーティファイ

ドカーセンター

　

(東京都世田谷

区)

販売業務 販売設備 6 0

－

(－) 

[1,221.31]

－ 0 7
5

(2)

㈱シュテル

ン世田谷

(注)４

メルセデス・ベ

ンツあざみ野

(横浜市青葉区)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
2 53　　

 
－

(－) 

[1,014.00]

－ 3 59
40

(5)

㈱ファイブ

スター東名

横浜

(注)４

クライスラー・

ジープ・ダッジ

相模原

(相模原市中央

区)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
2 5

 
－

(－) 

[1,530.00]

－ 1 8
6

(3)

㈱ファイブ

スター東名

横浜

(注)４

クライスラー・

ジープ・ダッジ

東名横浜

ＧＭシボレー東

名横浜

(東京都町田市)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
2 35

－

(－) 

[1,645.39]

－ 3 41
19

(6)

㈱ファイブ

スター東名

横浜

ハーレーダビッ

ドソン相模原

(相模原市中央

区)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
24 2

 
－

(－) 

[3,467.08]

－ 0 27
11

(4)

㈱ファーレ

ン神奈川中

央

(注)４

フォルクスワー

ゲン相模原橋本

（相模原市緑

区） 

販売業務

修理業務

　

 

販売設備

修理設備

　

 

0 37

 
－

(－) 

[2,120.40]

－ 7 45
13

－
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会社名
事業所名
（所在地）

部門別
の名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース　
資産

（百万円）

工具・器
具・備品
（百万円）

合計
（百万円）

㈱モトーレ

ン東名横浜

東名横浜本店及

び

ＭＩＮＩ東名横

浜

(東京都町田市)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
15 77

 
－

(－) 

[1,903.01]

－ 7 99
40

(5)

㈱モトーレ

ン東名横浜

横浜三ツ沢支店

(横浜市神奈川

区)

販売業務

修理業務

　

販売設備

修理設備

　

466 104

 
－

(－) 

[698.67]

－ 16 587
21

(4)

㈱モトーレ

ン東名横浜

横浜磯子支店

(横浜市磯子区)

販売業務

修理業務

販売設備

修理設備
3 39

 
－

(－) 

[2,046.86]

－ 1 45
20

(3)

㈱モトーレ

ン東名横浜

BMW　Premium　

Selection　町田

鶴川

(東京都町田市)

販売業務

 

販売設備

 
34 4

 
126

(835) 

[2,562.00]

－ 1 165
5

(2)

㈱モトーレ

ン東名横浜

 

BMW　Premium　

Selection　横浜
六角橋

（横浜市神奈川

区） 

販売業務

 

販売設備

 
37 6

 
－

(－) 

[1,749.46]

－ 1 45
5

(1)

(注)１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 ２．[　]内は賃借中の面積を示し外数表示しております。土地及び建物等の年間賃借料は947百万円であります。

 ３．従業員数の（　）内は臨時雇用者数を示し外数表示しております。

 ４．子会社㈱ケーユー、㈱シュテルン世田谷、㈱ファイブスター東名横浜及び㈱ファーレン神奈川中央は、土地及

び建物等を提出会社より賃借しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

(１)設備の新設計画

　　該当事項はありません。

(２)設備の除却計画

　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(平成22年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成22年６月28日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,063,012 23,063,012
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 23,063,012 23,063,012 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成18年７月21日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 1,720 1,720

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）               172,000               172,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）                1,075 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年８月１日

至　平成25年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）

発行価格　　　　 1,075

資本組入額　　　 　538

          (注)

同左

新株予約権の行使の条件

①権利行使時においても、当社又

は当社子会社の取締役、監査役、

執行役員、従業員の地位にある

ことを要する。

②新株予約権者が死亡した場合

は、相続人が行使できるものと

する。

③行使請求日の前日終値（取引が

成立しない場合は、それに先立

つ直近の取引日の終値）が行使

価額に1.05を乗じた金額に満た

ない場合は、行使できない。

④その他の条件については、本取

締役会決議に基づき、別途当社

と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当

社の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－ －

　　（注）　払込金額は、権利付与日後に当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合には、次の算式により調整さ

れます。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × １株当たり時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　また、払込金額は、株式の分割又は併合の場合にも適宜調整されます。調整の結果生じる１円未満の端数は切

り上げます。
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②　平成19年９月20日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 361 361

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 36,100 36,100

新株予約権の行使時の払込金額（円）               1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月２日

至　平成49年10月１日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）

発行価格　　　　　 　1

資本組入額　　　　 　1
同左

新株予約権の行使の条件

①当社の取締役又は執行役員の地

位を喪失した日、もしくは、当社

子会社の取締役又は執行役員の

地位を喪失した日（子会社の取

締役又は執行役員を兼務してい

る場合は、そのいずれの地位も

喪失した日。執行役員について

は、その地位を喪失した日又は

従業員退職のいずれか遅い日と

する。）のそれぞれの翌日から

10日間内に一括して行使する方

法によってのみ行使できるもの

とする。

②新株予約権者が死亡により退任

した場合は、その相続人は相続

開始から３ヶ月間に限り行使で

きるものとする。ただし、取締役

会が相続人の行使可能期間を延

長した場合、延長後の行使可能

期間の満了するまで行使できる

ものとする。

③その他の条件については、取締

役会決議に基づき、別途当社と

新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは、当

社取締役会の承認を要するものと

する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－ －

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

有価証券報告書

20/99



③　平成20年８月８日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 440 440

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 44,000 44,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）               1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年９月２日

至　平成50年９月１日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）

発行価格　　　　　 　1

資本組入額　　　　 　1
同左

新株予約権の行使の条件

①当社の取締役又は執行役員の地

位を喪失した日、もしくは、当社

子会社の取締役又は執行役員の

地位を喪失した日（子会社の取

締役又は執行役員を兼務してい

る場合は、そのいずれの地位も

喪失した日。執行役員について

は、その地位を喪失した日又は

従業員退職のいずれか遅い日と

する。）のそれぞれの翌日から

原則として10日間内に一括して

行使する方法によってのみ行使

できるものとする。

②新株予約権者が死亡により退任

した場合は、その相続人は相続

開始から３ヶ月間に限り行使で

きるものとする。ただし、取締役

会が相続人の行使可能期間を延

長した場合、延長後の行使可能

期間の満了するまで行使できる

ものとする。

③その他の条件については、取締

役会決議に基づき、別途当社と

新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは、当

社取締役会の承認を要するものと

する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－ －

　

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

有価証券報告書

21/99



④　平成21年６月24日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 430 430

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 43,000 43,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）               1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月１日

至　平成51年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）

発行価格　　　　　 　1

資本組入額　　　　 　1
同左

新株予約権の行使の条件

①当社の取締役又は執行役員の地

位を喪失した日、又は、当社子会

社の取締役又は執行役員の地位

を喪失した日（子会社の取締役

又は執行役員を兼務している場

合は、そのいずれの地位も喪失

した日。執行役員については、そ

の地位を喪失した日又は従業員

退職のいずれか遅い日とす

る。）のそれぞれの翌日から原

則として10日間内に一括して行

使する方法によってのみ新株予

約権を行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡により退任

した場合は、その相続人は相続

開始から３ヶ月間に限り行使で

きるものとする。ただし、取締役

会が相続人の行使可能期間を延

長した場合、延長後の行使可能

期間の満了するまで行使できる

ものとする。

③その他の条件については、取締

役会決議に基づき、別途当社と

新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議によ

る承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－ －
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成16年12月17日

（注）１
1,000,00011,531,506 655 6,321 655 6,439

平成18年４月１日

（注）２
11,531,50623,063,012 － 6,321 － 6,439

(注）１.上記の増加は、第三者割当増資によるものであります。

主な割当先 ㈱損害保険ジャパン、東京海上日動火災保険㈱、日本興亜損害保険㈱、他５社。

　　　　　　　　　　　　　　　　　1,000千株

　　　　　発行価格　　　　1,310円

　　　　　資本組入額　　　　655円

２.平成18年３月15日開催の取締役会決議に基づき、平成18年４月１日付で１株を２株に株式分割したことによ

り、発行済株式総数が、11,531,506株増加しております。

（６）【所有者別状況】

 （平成22年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 13 14 57 35 4 2,0802,203 －

所有株式

数

（単元）

－ 43,071 795 72,1029,343 47 105,193230,5517,912

所有株式

数の割合

（％）

－ 18.68 0.35 31.27 4.05 0.02 45.63100.00 －

　（注）１.自己株式6,194,100株は、「個人その他」に61,941単元を含めて記載しております。

　　　２.「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ13単元及

び44株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

 （平成22年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈲ヤマサン 東京都町田市鶴間1201番地 5,942 25.77

㈱損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 1,494 6.48

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 1,216 5.27

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 672 2.92

井上　順子 東京都町田市 642 2.79

㈱ジャックス 北海道函館市若松町２番５号 400 1.73

㈱セディナ 愛知県名古屋市中区丸の内３丁目23番20号 400 1.73

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 398 1.73

ケーユー従業員持株会 東京都町田市鶴間1670番地　　 252 1.10

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー
東京都中央区日本橋３丁目11番１号 205 0.89

計 － 11,625 50.41

（注）当社は、自己株式6,194,100株26.86%を保有しております。

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成22年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  6,194,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,861,000 168,610 －

単元未満株式 普通株式　　　7,912 － －

発行済株式総数 23,063,012 － －

総株主の議決権 － 168,610 －

(注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

　

②【自己株式等】

 （平成22年３月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

　㈱ケーユーホールディングス
東京都町田市

鶴間1670番地
6,194,100 － 6,194,100 26.86

計 － 6,194,100 － 6,194,100 26.86
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであり

ます。

当該制度の内容は次のとおりであります。

（平成18年７月21日取締役会決議）

当社及び当社子会社の取締役、執行役員及び従業員に対して付与することを、平成18年７月21日開催の取締役

会において決議されたものであります。

決議年月日 平成18年７月21日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役５名、当社執行役員及び従業員並びに当社子

会社の取締役及び従業員67名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　　　（平成19年９月20日取締役会決議）

当社取締役及び執行役員、当社子会社取締役及び執行役員に対して付与することを、平成19年９月20日の取締

役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成19年９月20日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役８名、当社執行役員及び当社子会社取締役並び

に執行役員３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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　　　（平成20年８月８日取締役会決議）

当社取締役及び当社子会社取締役並びに執行役員に対して付与することを、平成20年８月８日の取締役会にお

いて決議されたものであります。

決議年月日 平成20年８月８日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役７名、当社子会社取締役並びに執行役員３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　　　（平成21年６月24日取締役会決議）

当社取締役及び当社子会社取締役並びに執行役員に対して付与することを、平成21年６月24日の取締役会にお

いて決議されたものであります。

決議年月日 平成21年６月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役７名、当社子会社取締役並びに執行役員３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）
取締役会（平成21年５月14日）での決議状況
（取得期間　平成21年５月15日～平成21年９月18日）

1,000,000 300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額     －  －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)    100.0 100.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 100.0 100.0

　
区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年11月20日）での決議状況
（取得期間　平成21年11月24日～平成22年３月17日）

300,000 90,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 285,600 86,682,100

残存決議株式の総数及び価額の総額     14,400  3,317,900

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)    4.8 3.7

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 4.8 3.7

　
区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成22年５月13日）での決議状況
（取得期間　平成22年５月14日～平成22年９月17日）

1,000,000 350,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額     －  －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)    － －

当期間における取得自己株式 10,000 3,650,000

提出日現在の未行使割合(％) 99.0 99.0

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 184 51,464

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 6,194,100 － 6,204,100 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

当社は、安定的かつ継続的な配当を基本に、財務体質の強化並びに今後の成長戦略等を総合的に勘案して、株主の皆

様の期待に応えていきたいと考えております。内部留保につきましては、新規出店や既存店舗のリニューアル、新規分

野進出に必要な投資等、将来の企業価値を高めるための投資に充当いたします。

また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

この方針のもと当期における期末配当金は、１株当たり５円00銭（年間１株当たり10円）とさせていただき、次期

の配当につきましても１株当たり年間10円を予定しております。

定款変更に伴い第38期以降につきましては、剰余金の配当等の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当

については取締役会に変更となっております。

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成21年11月12日　取締役会決議     85     ５円00銭 

平成22年６月28日　定時株主総会決議     84     ５円00銭 

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円）
1,955

□ 1,198
1,139 840 485 406

最低（円）
1,230

□ 　880
600 410 178 210

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　　２．□は、株式分割による権利落ち後の株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 359 336 310 315 361 406

最低（円） 312 250 244 275 299 325

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

会長兼社長
 － 井上　恵博 昭和11年７月22日生

昭和36年４月 神奈川トヨタ自動車㈱入社

昭和47年10月 ケーユー商事㈱（現㈱ケーユー

ホールディングス）を設立し、取

締役

昭和49年12月 当社代表取締役社長

昭和57年９月 ㈱オートラマケーユー（現㈱

ファイブスター東名横浜）を設

立し、代表取締役（現任）

昭和63年６月 ㈱ビ・ケーユー（現㈱シュテル

ン世田谷）を設立し、代表取締役

（現任)

平成11年６月 当社代表取締役会長（現任）

平成13年３月 当社代表取締役社長（現任）

平成16年11月 ㈱モトーレン東名横浜を設立し、

代表取締役（現任）

平成19年10月 ㈱ケーユーを設立し、代表取締役

会長兼社長

平成20年６月 ㈱ファーレン神奈川中央代表取

締役（現任）

平成22年６月 ㈱ケーユー代表取締役会長（現

任）

現在に至る

(注)４ 153

代表取締役

副社長
－ 板東徹行 昭和37年３月２日生

昭和61年４月 ㈱ジャックス入社

平成５年３月 興亜火災海上保険㈱（現日本興

亜損害保険㈱）入社

平成15年１月 ㈱シュテルン世田谷専務取締役

平成15年１月 東名横浜クライスラー㈱（現㈱

ファイブスター東名横浜）専務

取締役

平成15年１月 当社専務執行役員

平成16年６月 当社副社長執行役員

平成16年６月 ㈱シュテルン世田谷代表取締役

社長（現任）

平成16年６月 東名横浜クライスラー㈱（現㈱

ファイブスター東名横浜）代表

取締役社長（現任）

平成16年11月 ㈱モトーレン東名横浜代表取締

役社長

平成16年12月 ㈱タウ取締役（現任）

平成17年６月 ㈱モトーレン東名横浜取締役

平成19年６月 当社取締役

平成19年10月 当社代表取締役副社長（現任）

平成20年６月 ㈱ファーレン神奈川中央代表取

締役（現任）

平成22年６月 ㈱モトーレン東名横浜代表取締
役社長（現任）

現在に至る

(注)４ 83

代表取締役

副社長
－ 井上　久尚 昭和43年５月６日生

平成５年４月 安田火災海上保険㈱（現㈱損害

保険ジャパン）入社

平成12年７月 当社入社

経営企画室部長

平成13年６月 当社執行役員

平成14年６月 当社常務取締役

平成15年１月 当社常務取締役営業副本部長兼

技術部長

平成15年６月 当社専務取締役

平成16年７月 当社代表取締役副社長

当社営業本部長兼技術部長

平成16年11月 当社代表取締役副社長営業本部

長

平成17年７月 当社代表取締役兼副社長執行役

員営業本部長

平成19年10月 ㈱ケーユー代表取締役兼副社長

執行役員

当社代表取締役副社長

平成22年６月 ㈱ケーユー代表取締役社長（現

任）　

現在に至る　

(注)４ 150
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

専務取締役 － 今関　諭志 昭和25年８月１日生

昭和44年４月 神奈川トヨタ自動車㈱入社

昭和55年３月 当社入社

平成４年４月 当社管理部長

平成６年４月 当社経営企画室長

平成６年６月 当社取締役

平成７年６月 当社常務取締役

平成９年10月 当社常務取締役営業副本部長兼

経営企画室長

平成13年４月 当社常務取締役営業副本部長兼

経理部長兼経営企画室長

平成15年６月 当社専務取締役

平成16年７月 当社専務取締役経理部長兼経営

企画室長

平成17年４月 当社専務取締役経理部長

平成17年７月 当社取締役兼専務執行役員

平成19年10月 ㈱ケーユー取締役兼専務執行役

員（現任）

当社専務取締役（現任）

現在に至る

(注)４ 54

常務取締役 － 橋本　雅之 昭和33年６月13日生

平成３年10月 インチケープモータース入社

平成12年10月 ㈱シュテルン世田谷入社

平成15年４月 ㈱シュテルン世田谷執行役員営

業本部新車担当兼世田谷支店長

平成17年６月 ㈱シュテルン世田谷取締役執行

役員営業本部新車担当兼世田谷

支店長

平成20年６月 ㈱シュテルン世田谷取締役常務

執行役員営業本部新車本部長兼

メルセデス・ベンツ世田谷南店

長

平成20年７月 ㈱シュテルン世田谷取締役常務

執行役員営業本部長兼新車販売

部長兼メルセデス・ベンツ世田

谷南店長

平成21年１月 当社常務執行役員

平成21年６月 当社常務取締役（現任）

平成22年１月 ㈱シュテルン世田谷取締役常務

執行役員営業本部長兼新車販売

部長兼メルセデス・ベンツあざ

み野店長（現任）　

現在に至る

(注)４ 12

取締役 総合企画部長 堀内　伸泰 昭和25年９月11日生

昭和50年４月 ㈱東京銀行（現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）入行

平成17年４月 当社入社

経営企画室長

平成19年６月 当社取締役

平成19年10月 当社取締役経営企画部長

平成21年４月 当社取締役総合企画部長 （現

任）

現在に至る

(注)４ 8

取締役 店舗開発部長 稲垣　正義 昭和40年１月２日生

昭和62年４月 当社入社

平成11年８月 第５部ブロック長

平成13年４月 営業企画室長

平成14年４月 店舗開発室長

平成19年６月 当社取締役

平成19年10月 当社取締役店舗開発部長（現

任）

現在に至る

(注)４ 13
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  － 大石　雄三 昭和20年２月７日生

昭和43年４月 安田火災海上保険㈱（現㈱損害

保険ジャパン）入社

平成15年６月 ㈱損保ジャパン・クレジット取

締役

平成16年６月 (社)日本損害保険代理業協会常

務理事 

平成20年６月 当社常勤監査役（現任）

現在に至る

(注)５ －

監査役  － 細野　泰司 昭和23年２月10日生

昭和45年５月 ㈲細野コンクリート（現細野コ

ンクリート㈱）を設立し、代表取

締役（現任）

昭和59年８月 ㈱細野商事を設立し、代表取締役

（現任）

昭和61年12月 細野運輸㈱を設立し、代表取締役

（現任）

平成４年６月 当社監査役（現任）

現在に至る

(注)５ －

監査役  － 松本　洋四郎 昭和12年１月13日生

昭和41年７月 鈴木自動車工業㈱（現スズキ

㈱）入社

昭和60年１月 ㈱スズキ自販神奈川代表取締役

平成７年６月 スズキ㈱取締役

平成９年３月 スズキ㈱常務取締役

平成16年６月 当社監査役（現任）

現在に至る

(注)５ 6

監査役  － 細野　保 昭和11年７月22日生

平成５年３月 ㈲サザンゴルフガーデン代表取

締役

平成６年６月 当社監査役

平成18年４月 当社監査役退任

平成18年５月 ㈲サザンゴルフガーデン取締役

平成18年11月 細野不動産鑑定事務所代表（現

任）

平成19年６月 当社監査役（現任）

平成21年２月 株式会社細野商会代表取締役

現在に至る 

(注)６ 2

    計  483

　（注）１．代表取締役副社長井上久尚は、代表取締役会長兼社長井上恵博の長男であります。

２．代表取締役副社長板東徹行は、代表取締役会長兼社長井上恵博の長女の配偶者であります。

３. 監査役細野泰司及び松本洋四郎並びに細野保は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

４. 平成21年6月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５. 平成20年6月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６. 平成19年6月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と企業統治の体制を採用する理由　

当社は、取締役会の活性化と監査役会の機能強化及び内部監査の充実を通じ、経営の効率性、透明性、健全

性を向上させ、継続的な企業価値の向上を実現することをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針として

おります。

また、当社グループは、純粋持株会社体制を導入しており、持株会社がグループの経営戦略ならびに事業の

監督を行い、事業会社は事業に専念することにより、役割分担と責任・権限を明確にし、それぞれの機能の専

門性を高めております。

 ②　会社の機関等の内容と内部統制システムの整備の状況

ａ．会社の機関・内部統制の関係

ｂ. 取締役会・経営会議

　当社の取締役会は、取締役７名で構成されております。取締役会は、毎月１回開催するほか、必要に応じ

て随時開催し、法令で定めた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、代表取締役及び業務執

行部門を監督しております。このほか、グループ各社の取締役、執行役員及び常勤監査役をメンバーとす

る経営会議を原則毎月１回開催し、当社グループの経営戦略や取締役会に上程する重要案件の事前審議

を行う等、取締役の意思決定及び職務執行の効率化を図っております。

ｃ. 監査役・監査役会

　当社の監査役会は、３名の社外監査役を含む４名で構成され、原則として毎月１回開催しています。監

査役は、業務執行に係る重要な文書および稟議書などを閲覧し、必要に応じ取締役会または使用人にそ

の説明を求めることとしております。また、常勤監査役は、取締役会のほか経営会議など主要な会議に出

席し、重要な意思決定の過程および業務の進捗状況について報告を受ける体制をとっております。

　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制として、監査役会は、会計監査人から会計

監査についての説明を受けるとともに、適宜情報の交換を行っております。また、内部監査人とも密接な

連携を保ち、監査役の監査の実効性を高めることとしております。また、監査役の職務を補助する組織と

して監査役会事務局を設置し、監査業務を補助する職員を配置しております。　　

 ｄ. 会計監査人

　当社は、あずさ監査法人と監査契約を結び、厳正な監査を受けております。監査業務を遂行した公認会

計士は、磯貝和敏氏、山口直志氏及び内野福道氏であります。また、その補助者は、公認会計士３名、会計

士補１名、その他11名であります。監査役会と会計監査人とは、監査計画及び監査結果についての活発な

意見交換が行われ、十分な連携が図られております。　
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 ｅ．内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査は、業務執行部門から独立し、経営者直属の内部監査室によって行われております。内部監査

室は２名で構成され、監査役会および会計監査人と連携し子会社を含むグループ全社の監査を行ってお

ります。また、内部監査室と監査役会及び会計監査人であるあずさ監査法人とは、監査計画の打合せ及び

監査結果についての活発な意見交換が行われ、十分な連携が図られております。　

③ 社外取締役及び社外監査役 

当社の社外監査役は３名であります。

各社外監査役は、監査役会において監査結果の報告及び意見交換を行い、情報の共有化を図り以降の監

査活動に役立てております。なお、いずれの社外監査役も、当社グループとの間に取引関係その他利害関

係はなく、その独立性は十分に確保されております。外部の有識経験者であり、第三者の立場から経営意

思決定に対し、適宜適切なアドバイスを行っております。

社外監査役細野泰司氏は、企業経営者としての幅広い経験と高い知見に基づき、独立した客観的な立場

から会社の業務執行に対するチェックを期待し選任したものです。

社外監査役松本洋四郎氏は、業界経験が長く、豊富な知識を活用し、社外監査役として独立した立場か

ら、適切なアドバイスと当社の業務執行に対するチェックを期待し選任したものです。

社外監査役細野保氏は、外部の有識経験者であり、高い見識に基づき、公平で客観的な立場から会社の

業務執行に対するチェックを期待し選任したものです。

当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を

管理監督する機能を持つ取締役会に対し、監査役４名中の３名を社外監査役とすることで経営への監視

機能を強化しています。コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能

が重要と考えており、社外監査役３名による監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十

分に機能する体制が整っているため、現状の体制としております。　

④ 役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

　役員区分
　金銭報酬

（百万円）　

　新株予約権

（百万円）　

　合計

（百万円）　

対象となる役員の

員数（人）

取締役 145　 10　 155　 7　

監査役

（社外監査役を除く）　
3　 －　 3　 1　

社外監査役　 1　 －　 1　 3　

（注）１.上記には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額19百万円を含んでおります。

２.各役員ごとの役員の報酬等の種類別の額については、次のとおりです。なお、連結子会社か

ら受ける役員の報酬等の額を含め、役員の報酬の額が１億円に満たないものについては記

載を省略しております。

役　名 氏　名 会社名　
金銭報酬

（百万円）　

新株予約権

（百万円）　

合計

（百万円）　

代表取締役

会長兼社長　
井上　恵博　　

㈱ケーユーホール

ディングス　
58　 2　 60　

㈱ケーユー　 42　 －　 42　

㈱モトーレン東名横

浜　
14　 －　 14　

㈱シュテルン世田谷　 4　 －　 4　

計　 120　 2　 122　

⑤ 利益連動報酬の算定方法　

当社は平成22年５月31日開催の取締役会において、法人税法第34条第１項第３号に定める平成23年３ 

月期の利益連動報酬（給与）について、以下の算定方法に基づき支給することを決議いたしました。

なお、利益連動報酬の算定方法につきましては、監査役全員が適正と認めた旨を記載した書面を受領し

ております。
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（算定方法）

　連結経常利益額が15億円を上回った場合、その超過額の６％（但し、上限を50百万円とします）を下記の

係数で按分いたします。

役位等 係数　

会長・社長 3.5　

副社長 2.8　

専務取締役　 1.9　

専務執行役員　 1.8　

常務取締役　 1.6　

常務執行役員　 1.5　

取締役　 1.2　

執行役員　 1.0　

⑥ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

⑦ 取締役の選任及び解任の株主総会決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその選任決議は累積投票によらない旨を定款に定め

ております。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

⑧ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

ａ. 自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により、自己の株式を取

得することができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためで

あります。

ｂ. 取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことに

よる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

　また、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、任務を怠ったことによる

損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨並びに当該契約に基づく責任の限度額について、

社外取締役は、300万円以上であらかじめ定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額、社外監査役

は、100万円以上であらかじめ定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額とする旨を定款に定めて

おります。

　これは、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするためであります。

ｃ. 中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間

配当を行うことができる旨定款に定めております。これは株主への機動的な利益還元を可能にするためで

あります。  

⑨ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定め

ております。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。
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⑩ 株式保有の状況　

ａ. 投資株式のうち、純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　23銘柄　　　　589百万円

ｂ. 保有目的が純投資目的以外の目的である上場投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的　

　銘柄 　株式数（株） 　貸借対照表計上額（百万円） 　保有目的

㈱横浜銀行　 461,408　 211　 （注１）　

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ　 308,770　 151　 同上　

㈱ジャックス 754,000　 149　 同上　

㈱ユー・エス・エス 3,000　 19　 同上　

㈱八千代銀行 7,560　 16　 同上

太陽インキ製造㈱ 4,320　 10　 同上

㈱オートバックスセブン　 2,200　 6　 同上

豊田通商㈱ 4,242　 6　 同上　

㈱平和 6,000　 5　 同上

㈱日立メディコ 3,000　 2　 同上　

（注）１．当社グループにおける業務遂行上の関係強化を目的として保有しております。　

２．保有目的が純投資目的である投資株式は保有しておりません。　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 28     － 27 －　

連結子会社     －     － －　 －　

計 28 － 27 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

有価証券報告書

35/99



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。

　

(２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更について連結財務諸表に的確に反映する体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、会計基準等の変更等の情報収集や講習会への参加等を行っております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,121 4,785

受取手形及び売掛金 780 799

有価証券 110 10

商品及び製品 ※1
 3,861

※1
 4,489

仕掛品 38 41

原材料及び貯蔵品 155 146

前払費用 148 126

繰延税金資産 193 194

その他 869 739

貸倒引当金 △6 △2

流動資産合計 11,272 11,330

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,675 8,622

減価償却累計額 △2,359 △2,592

建物及び構築物（純額） 4,315 6,030

機械装置及び運搬具 970 1,147

減価償却累計額 △373 △437

機械装置及び運搬具（純額） 596 710

工具、器具及び備品 407 422

減価償却累計額 △318 △334

工具、器具及び備品（純額） 89 87

土地 9,103 9,069

建設仮勘定 421 7

有形固定資産合計 14,527 15,905

無形固定資産 84 65

投資その他の資産

投資有価証券 719 764

繰延税金資産 726 70

その他 1,126 1,033

貸倒引当金 △1 △10

投資その他の資産合計 2,571 1,857

固定資産合計 17,183 17,828

資産合計 28,455 29,159
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 970

※1
 1,394

1年内返済予定の長期借入金 47 47

未払金及び未払費用 1,035 411

未払法人税等 261 273

賞与引当金 200 160

圧縮未決算特別勘定 ※2
 3,789 －

その他 659 571

流動負債合計 6,965 2,859

固定負債

長期借入金 164 116

繰延税金負債 1 1,377

その他 427 416

固定負債合計 593 1,911

負債合計 7,558 4,771

純資産の部

株主資本

資本金 6,321 6,321

資本剰余金 6,439 6,439

利益剰余金 12,912 16,428

自己株式 △4,855 △4,942

株主資本合計 20,817 24,247

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 21 73

評価・換算差額等合計 21 73

新株予約権 58 67

純資産合計 20,896 24,388

負債純資産合計 28,455 29,159
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 41,758 37,108

売上原価 ※1
 33,738

※1
 29,696

売上総利益 8,020 7,411

販売費及び一般管理費

販売諸掛 646 576

広告宣伝費 569 457

役員報酬 299 285

給料及び手当 2,046 1,881

賞与引当金繰入額 120 86

減価償却費 488 555

租税公課 252 244

賃借料 744 662

その他 1,488 1,322

販売費及び一般管理費合計 6,656 6,071

営業利益 1,363 1,339

営業外収益

受取利息 21 15

受取配当金 14 14

受取地代家賃 72 64

受取保険金 28 13

その他 64 64

営業外収益合計 202 173

営業外費用

支払利息 6 5

減価償却費 13 11

賃貸費用 33 27

訴訟関連費用 － 10

その他 11 5

営業外費用合計 64 60

経常利益 1,500 1,452
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 5 －

収用補償金 － 5,414

固定資産売却益 ※2
 1

※2
 0

事業譲渡益 ※3
 100 －

その他 0 31

特別利益合計 107 5,445

特別損失

投資有価証券評価損 147 28

投資有価証券売却損 0 －

固定資産売却損 － ※5
 492

固定資産除却損 ※4
 280

※4
 66

減損損失 ※6
 139 －

特別損失合計 567 588

税金等調整前当期純利益 1,040 6,309

法人税、住民税及び事業税 531 611

法人税等調整額 27 2,010

法人税等合計 558 2,621

当期純利益 481 3,687
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 6,321 6,321

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,321 6,321

資本剰余金

前期末残高 6,439 6,439

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,439 6,439

利益剰余金

前期末残高 12,657 12,912

当期変動額

剰余金の配当 △226 △171

当期純利益 481 3,687

当期変動額合計 254 3,516

当期末残高 12,912 16,428

自己株式

前期末残高 △4,657 △4,855

当期変動額

自己株式の取得 △197 △86

当期変動額合計 △197 △86

当期末残高 △4,855 △4,942

株主資本合計

前期末残高 20,760 20,817

当期変動額

剰余金の配当 △226 △171

当期純利益 481 3,687

自己株式の取得 △197 △86

当期変動額合計 56 3,429

当期末残高 20,817 24,247
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 165 21

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△144 52

当期変動額合計 △144 52

当期末残高 21 73

評価・換算差額等合計

前期末残高 165 21

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△144 52

当期変動額合計 △144 52

当期末残高 21 73

新株予約権

前期末残高 44 58

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 9

当期変動額合計 13 9

当期末残高 58 67

純資産合計

前期末残高 20,970 20,896

当期変動額

剰余金の配当 △226 △171

当期純利益 481 3,687

自己株式の取得 △197 △86

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △130 61

当期変動額合計 △73 3,491

当期末残高 20,896 24,388
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,040 6,309

減価償却費 678 770

受取利息及び受取配当金 △36 △30

支払利息 6 5

減損損失 139 －

事業譲渡損益（△は益） △100 －

固定資産除売却損益（△は益） 279 558

投資有価証券売却損益（△は益） △5 －

投資有価証券評価損益（△は益） 147 28

収用補償金 － △5,414

売上債権の増減額（△は増加） 295 △23

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,067 △892

仕入債務の増減額（△は減少） △658 424

その他 △400 △115

小計 3,453 1,622

利息及び配当金の受取額 33 25

利息の支払額 △4 △2

法人税等の支払額 △802 △495

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,679 1,150

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10 △21

定期預金の払戻による収入 10 21

有形固定資産の取得による支出 △1,960 △2,960

有形固定資産の売却による収入 1 0

無形固定資産の取得による支出 △36 △2

投資有価証券の取得による支出 △100 －

投資有価証券の売却による収入 30 －

事業譲渡による収入 112 －

敷金及び保証金の差入による支出 △103 △70

収用に伴う補償金の収入 53 1,624

その他の支出 △39 △26

その他の収入 231 158

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,809 △1,277

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △226 △171

長期借入れによる収入 119 －

長期借入金の返済による支出 △37 △50

自己株式の取得による支出 △197 △86

財務活動によるキャッシュ・フロー △342 △308

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 527 △435

現金及び現金同等物の期首残高 4,494 5,021

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 5,021

※
 4,586
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社は㈱ケーユー、東名横浜クライスラー㈱、㈱

シュテルン世田谷、㈱モトーレン東名横浜及び㈱ファー

レン神奈川中央の５社であります。

　上記のうち、㈱ファーレン神奈川中央については、当連

結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に

含めております。

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社は㈱ケーユー、㈱ファイブスター東名横浜、

㈱シュテルン世田谷、㈱モトーレン東名横浜及び㈱

ファーレン神奈川中央の５社であります。

東名横浜クライスラー㈱は、平成21年４月１日をもっ

て㈱ファイブスター東名横浜に商号変更しております。　

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社５社の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　　　　　　　　　同左

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　　　 同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

　　　　　　　 同左

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

　　　　　　　 同左

③　たな卸資産

商品　新　車　個別法に基づく原価法（貸借対照　　　

　　　

　　　　表価額は収益性の低下に基づく簿

　　　　価切下げの方法） 

中古車　個別法に基づく原価法（貸借対照

        表価額は収益性の低下に基づく簿

        価切下げの方法）

原材料　 移動平均法に基づく原価法（貸借対照　　

　　　　

   表価額は収益性の低下に基づく簿価切

   下げの方法）

仕掛品　 個別法に基づく原価法（貸借対照　　　　　　

   表価額は収益性の低下に基づく簿価切

   下げの方法）

③　たな卸資産

商品　新　車　個別法に基づく原価法（貸借対照　　　

　　　 

　　　　表価額は収益性の低下に基づく簿

　　　　価切下げの方法） 

中古車　個別法に基づく原価法（貸借対照 

        表価額は収益性の低下に基づく簿

        価切下げの方法）

原材料　 移動平均法に基づく原価法（貸借対照　　

　　　　 

   表価額は収益性の低下に基づく簿価切

   下げの方法）

仕掛品　 個別法に基づく原価法（貸借対照　　　　　　

   表価額は収益性の低下に基づく簿価切

   下げの方法）　　　 

（会計方針の変更）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、

従来、主として個別法による原価法又は個別法によ

る低価法によっておりましたが、当連結会計年度よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたこと

に伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　これによる損益への影響は軽微であります。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、定額法によっておりま

す。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２年～40年

機械装置及び運搬具　　２年～15年

工具、器具及び備品　　２年～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、定額法によっておりま

す。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　５年～40年

機械装置及び運搬具　　２年～15年

工具、器具及び備品　　２年～20年

（追加情報）

　平成20年度の法人税法改正による法定耐用年数の

変更に伴い、機械装置について、当連結会計年度より

耐用年数の変更を行っております。

　当該変更に伴う損益への影響は軽微であります。　

　

②　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア

　社内における利用可能期間（５年）による定額法

を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア

同左

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

③　リース資産

　　　　　　　　　同左

　

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、実際支給

見込相当額を引当計上しております。

②　賞与引当金

同左

(4）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

(4）消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価

評価法を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。な

お、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。こ

れによる損益に与える影響額はありません。 

　　　　　　　　　 ───────　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結

会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯

蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ6,121百万円、49百万円、

134百万円であります。

　　　　　　　　───────

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表
示しておりました「受取保険金」は、営業外収益の総額の
100分の10を超えたため区分掲記しました。
　なお、前連結会計年度における「受取保険金」の金額は13
百万円であります。

　　　　　　　

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産

商品及び製品 205百万円

計 205百万円

商品及び製品 225百万円

計 225百万円

　上記物件について、買掛金288百万円の担保に供して

おります。

　上記物件について、買掛金480百万円の担保に供して

おります。

※２．圧縮未決算特別勘定の内容

圧縮未決算特別勘定3,789百万円は、本社用地の一部

が国道16号線の道路用地として収用されることが決定

したため、今後取得予定の代替資産に充てるために計

上しております。

　２. 　　　　　　───────
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額　

売上原価 88百万円

※１．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額　

売上原価 193百万円

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 1

工具、器具及び備品 0

計 1百万円

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

建物及び構築物 0百万円

計 0百万円

※３．事業譲渡益

　株式会社モトーレン東名横浜を分離元企業として、メ

トロポリタンモーターズ株式会社を分離先企業とす　

る事業譲渡を実施したことによるものであります。

３．　　　　　　　───────　

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

建物及び構築物 105百万円

機械装置及び運搬具 1

工具、器具及び備品 3

撤去費用 170

計 280百万円

建物及び構築物 33百万円

機械装置及び運搬具 16

工具、器具及び備品 1

撤去費用 14

計 66百万円

５．　　　　　　　─────── ※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりです。

　 土地 492百万円

計 492百万円

※６．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
金額

（百万円）
東京都
町田市

事業用資産
建物及び
構築物等

4

埼玉県
三郷市

事業用資産
建物及び
構築物等

89

神奈川県
相模原市

事業用資産
建物及び
構築物等

19

千葉県　　柏市 事業用資産
建物及び
構築物等

26

　事業用資産については管理会計上の事業所単位ごと

にグルーピングしております。

　収益性が低下している上記資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（139百万円）として特別損失に計上しております。

　その内訳は建物及び構築物129百万円、機械装置及び

運搬具7百万円、工具、器具及び備品3百万円でありま

す。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、取引価格を参考に評価しており

ます。

６．　　　　　　　───────　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 23,063,012 － － 23,063,012

合計 23,063,012 － － 23,063,012

自己株式     

普通株式（注） 4,926,946 981,370 － 5,908,316

合計 4,926,946 981,370 － 5,908,316

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加270株、取締役会決議による自己株式の取

得による増加981,100株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 58

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － 58

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月22日

取締役会
普通株式 136 7円50銭 平成20年３月31日平成20年６月30日

平成20年11月11日

取締役会
普通株式 90 5円00銭 平成20年９月30日平成20年12月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月21日

取締役会
普通株式 85 利益剰余金 5円00銭平成21年３月31日平成21年６月25日
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 23,063,012 － － 23,063,012

合計 23,063,012 － － 23,063,012

自己株式     

普通株式（注） 5,908,316 285,784 － 6,194,100

合計 5,908,316 285,784 － 6,194,100

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加184株、取締役会決議による自己株式の取

得による増加285,600株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 67

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － 67

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月21日

取締役会
普通株式 85  ５円00銭 平成21年３月31日平成21年６月25日

平成21年11月12日

取締役会
普通株式 85  ５円00銭 平成21年９月30日平成21年12月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月28日

定時株主総会
普通株式 84 利益剰余金  ５円00銭平成22年３月31日平成21年６月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 5,121百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△210

コマーシャルペーパー 99

公社債投資信託（フリーファイナ

ンシャルファンド）
10

現金及び現金同等物 5,021百万円

 

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 4,785百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△210

公社債投資信託（フリーファイナ

ンシャルファンド）
10

現金及び現金同等物 4,586百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び構築物 1,581 1,244 336
工具、器具及び備品 11 11 0
無形固定資産
（ソフトウェア）

30 15 14

合計 1,622 1,271 351

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び構築物 1,581 1,370 210
工具、器具及び備品 4 4 0
無形固定資産
（ソフトウェア）

30 20 9

合計 1,615 1,395 219

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 131百万円

１年超 219

合計 351百万円

１年内 131百万円

１年超 88

合計 219百万円

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

（注）　　　　　　　　 同左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 131百万円

減価償却費相当額 131百万円

支払リース料 131百万円

減価償却費相当額 131百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記

載は省略しております。

（減損損失について）

同左
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１.金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に店舗建設のための設備投資計画に照らして必要な資金（銀行借入や入居保証金）を調達

しております。

一時的な余資は銀行の定期預金を中心とした安全性の高い金融資産で運用しております。

デリバティブは、リスク回避のために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変

動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、すべて1年以内の支払期日であります。

長期借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は最長で17年であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程を定め、取引先との信用取引についての遵守事項を定めております。個人に対す

る掛売りは原則として行いませんが、例外的に掛売りが認められる場合と承認申請の手順は経理部通達にて定め

ております。さらに、取引先ごとの売掛金残高は経理部にて把握し、定期的に当該顧客を担当する拠点に通知し、

拠点が責任をもって債権回収に当たる体制となっております。

また、個人顧客のクレジット利用により信販会社への売掛金が発生しますが、財務内容の良好な信販会社のみ

を取引対象としているため、信用リスクは僅少であります。

デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い損害保険会社のため信用リスクはほとんどないと認識しておりま

す。

当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により表わ

されています。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継

続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、稟議等に

より承認を得て行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いをできなくなるリスク）の管理

当社は経理部が各部署からの報告に基づき資金繰計画を作成・更新すると伴に、出納日報により取引銀行の預

金残高を確認することにより、流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価に関する事項についての補足説明

金融商品のなかには、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。

(5)信用リスクの集中

当期の決算日現在における営業債権のほとんどは、財務内容が良好な信販会社向けのものであります。
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２.金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

（（注１）を参照ください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)   

　 　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 4,785 4,785 －

(2)受取手形及び売掛金 799 　 　

　 貸倒引当金　※１ △2 　 　

　 　 797 797 －

(3)有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　 ①その他有価証券 761 761 －

　 　 　 　 　

　 資産計 6,344 6,344 －

(1)支払手形及び買掛金 1,394 1,394 －

(2)未払法人税等 273 273 －

(3)長期借入金　※２ 164 165     1

　 　 　 　 　

　 負債計 1,833 1,834 1

※１.売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

※２.１年以内に期限到来の長期借入金を含めております。

　

 資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは全て短期であるため、時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提

示された価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」を参照下さい。

　

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払法人税等 

これらは全て短期であるため、時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

長期借入金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを、返済期日まで

の期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

（注１）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　　　　　　　　　　　　　　　　

区分 連結貸借対照表計上額

公社債投資信託(フリーファイナンシャルファンド) 10　

非上場株式 3

地震デリバティブ　※ －

※契約金額３億円

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表には含め

ておりません。
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（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金 4,785 － － －

受取手形及び売掛金 799 － － －

有価証券及び

投資有価証券
　 　 　 　

　その他有価証券のうち

　満期があるもの
－ － 100 －

合計 5,585 － 100 －

（注３）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表「借入金等明細書」を参照下さい。　

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年３月31日）　
１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 363 410 47

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －
②　社債 － － －
③　その他 99 99 0
(3）その他 － － －

小計 462 510 47

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 206 195 △10

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －
②　社債 100 98 △1
③　その他 － － －
(3）その他 － － －

小計 306 294 △12

合計 769 805 35

（注）１．表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。

 　　 ２．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について129百万円減損処理を行っておりま

す。

 

　　　なお、株式の減損にあたっては、時価の下落率が50％超下落した銘柄について減損処理し、また、30％以上

50％以下まで下落した銘柄については、社内にて以下の基準を採用し、減損処理しております。

　　　「期末現在、時価が取得原価に比べて40％以上下落した銘柄については、回復する見込みがあると認められ

る場合を除き減損処理を行う。」

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

30 5 0

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

公社債投資信託（フリーファイナンシャルファンド） 10

非上場株式 14
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４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）　

５年超10年以内
（百万円）　

10年超（百万円）

１．債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － － 100 －

(3）その他 100 － － －

２．その他 － － － －

合計 100 － 100 －

 

当連結会計年度（平成22年３月31日）

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 632 522 109

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －
②　社債 101 100　　 1
③　その他 － － －
(3）その他 － － －

小計 733 622 111

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 27 29 △1

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －
②　社債 － － －
③　その他 － － －
(3）その他 － － －

小計 27 29 △1

合計 761 651 109

（注）１．表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。

 　　 ２．非上場株式（連結貸借対照表計上額３百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について28百万円減損処理を行っております。 

なお、株式の減損にあたっては、時価の下落率が50％超下落した銘柄について減損処理し、また、30％以上

50％以下まで下落した銘柄については、社内にて以下の基準を採用し、減損処理しております。

「期末現在、時価が取得原価に比べて40％以上下落した銘柄については、回復する見込みがあると認められ

る場合を除き減損処理を行う。」
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、地震デリバティブ取引であります。

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、地震発生時の損失補填が目的であり、投機的な取引は行わない方針であります。

(3）取引の利用目的

　デリバティブ取引は、間接リスクである地震災害による建物や設備等の損失を補填する目的で利用しております。

(4）取引に係るリスクの内容

　デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い損害保険会社のため信用リスクはほとんどないと認識しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、稟議等により承

認を得て行っております。

２．取引の時価等に関する事項

  地震デリバティブ取引

　地震デリバティブ取引の契約額等は３億円であるが、時価については公正な評価額を算定することが極めて困

難と認められるため、時価評価は行っておりません。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

  地震デリバティブ取引

　地震デリバティブ取引の契約額等は３億円であるが、時価については公正な評価額を算定することが極めて困

難と認められるため、時価評価は行っておりません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

  該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、確定拠出年金制度を採用しております。

　当社グループは、東京自動車サービス厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付

会計実務指針33項の例外処理を行う制度であります。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

 （1）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在）

年金資産の額 30,571百万円

年金財政計算上の給付債務の額 32,913百万円

差引額 △2,341百万円

 （2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

9.3％

 （3）補足説明

差引額の要因内容

別途積立金 10,721百万円

当年度不足金 △8,125百万円

特別掛金収入現価（未償却過去勤務債務） △4,937百万円

 差引額 △2,341百万円

２．退職給付債務に関する事項

該当事項はありません。

３．退職給付費用に関する事項

  
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）厚生年金基金掛金（百万円） 117

(2）確定拠出年金掛金（百万円） 89

(3）退職給付費用（百万円） 206
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、確定拠出年金制度を採用しております。

　当社グループは、東京自動車サービス厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付

会計実務指針33項の例外処理を行う制度であります。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

 （1）制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在）

年金資産の額 22,994百万円

年金財政計算上の給付債務の額 35,458百万円

差引額 △12,464百万円

 （2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

8.8％

 （3）補足説明

差引額の要因内容

当年度不足金 △7,866百万円

特別掛金収入現価（未償却過去勤務債務） △4,598百万円

 差引額 △12,464百万円

２．退職給付債務に関する事項

該当事項はありません。

３．退職給付費用に関する事項

  
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(1）厚生年金基金掛金（百万円） 105

(2）確定拠出年金掛金（百万円） 73

(3）退職給付費用（百万円） 178
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
　
　

付与対象者の区分及び

人数

当社取締役　３名

当社従業員、当社子会社

の取締役及び従業員　11

名

当社取締役　５名

当社執行役員、当社子会

社の取締役　２名

当社取締役　７名

当社執行役員及び従業

員、当社子会社の取締役

及び従業員　55名

　

ストック・オプション

数(注)
普通株式　　124,000株普通株式　　902,000株普通株式　　176,000株　

付与日 平成14年７月１日 平成16年７月１日 平成18年８月７日 　

権利確定条件

①権利行使の時に当社

及び当社子会社の取締

役、監査役、執行役員、

もしくは従業員の地位

にあることを要する。

ただし、任期満了によ

る取締役、監査役、執行

役員の退任者及び定年

による従業員の退職者

は除く。

②新株予約権の割当を

受けた者が権利行使期

間の始期が到来する前

に死亡したときは、相

続人は新株予約権を行

使することができな

い。

 ①権利行使の時におい

ても、当社又は当社子

会社の取締役、執行役

員の地位にあることを

要する。

②新株予約権者が死亡

した場合は、相続人が

これを行使できるもの

とする。ただし、③に規

定する「新株予約権割

当契約」に定める条件

による。

③その他の条件は、平

成16年６月28日定時株

主総会及び新株予約権

発行の取締役会決議に

基づき、当社と新株予

約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契

約」に定めるところに

よる。

 ①権利行使時において

も当社又は当社子会社

の取締役、監査役、執行

役員、従業員の地位に

あることを要する。

②新株予約権者が死亡

した場合は、相続人が

行使できるものとす

る。

③行使請求日の前日終

値（取引が成立しない

場合はそれに先立つ直

近の取引日の終値）が

行使価額に1.05を乗じ

た金額に満たない場合

は、行使できない。

④その他の条件につい

ては、取締役会決議に

基づき、別途当社と新

株予約権者との間で締

結する「新株予約権割

当契約」に定めるとこ

ろによる。

　

対象勤務期間
自平成14年７月１日

至平成16年６月30日

自平成16年７月１日

至平成16年９月30日

自平成18年８月７日

至平成20年７月31日
　

権利行使期間
自平成16年７月１日

至平成21年６月30日

自平成16年10月１日

至平成21年９月30日

自平成20年８月１日

至平成25年７月31日
　

　(注)株式数に換算して記載しております。 　
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平成19年

ストック・オプション
平成20年

ストック・オプション
　
　

付与対象者の区分及び

人数

当社取締役　7名

当社執行役員及び当社

子会社の取締役、執行役

員　3名

当社取締役　7名

当社子会社の取締役及

び執行役員　3名

　

ストック・オプション

数(注)
普通株式　　 　　36,100株普通株式　　　　 44,000株　

付与日 平成19年10月１日 平成20年９月１日 　

権利確定条件

 ①当社の取締役又は執

行役員の地位を喪失し

た日、もしくは、当社子

会社の取締役又は執行

役員の地位を喪失した

日（子会社の取締役又

は執行役員を兼務して

いる場合は、そのいず

れの地位も喪失した

日。執行役員について

は、その地位を喪失し

た日又は従業員退職の

いずれか遅い日とす

る。）のそれぞれの翌

日から10日間内に一括

して行使する方法に

よってのみ行使できる

ものとする。

②新株予約権者が死亡

により退任した場合

は、その相続人は相続

開始から３ヶ月間に限

り行使できるものとす

る。ただし、取締役会が

相続人の行使可能期間

を延長した場合、延長

後の行使可能期間の満

了するまで行使できる

ものとする。

③その他の条件につい

ては、取締役会決議に

基づき、別途当社と新

株予約権者との間で締

結する「新株予約権割

当契約」に定めるとこ

ろによる。

 ①当社の取締役又は執

行役員の地位を喪失し

た日又は当社子会社の

取締役又は執行役員の

地位を喪失した日（子

会社の取締役又は執行

役員を兼務している場

合は、そのいずれの地

位も喪失した日。執行

役員については、その

地位を喪失した日又は

従業員退職のいずれか

遅い日とする。）のそ

れぞれの翌日から10日

間内に一括して行使す

る方法によってのみ、

新株予約権を行使でき

るものとする。

②新株予権者が死亡に

より退任した場合は、

その相続人は相続開始

から３か月間に限り新

株予約権を行使できる

ものとする。ただし、取

締役会が相続人の行使

可能期間を延長した場

合、延長後の行使可能

期間の満了するまで、

当該相続人は新株予約

権を行使できるものと

する。

③その他の条件につい

ては、取締役会決議に

基づき、別途当社と新

株予約権者との間で締

結する「新株予約権割

当契約」に定めるとこ

ろによる。

　

対象勤務期間
対象期間の定めはありま

せん。

自平成20年９月１日　　至

平成20年９月２日
　

権利行使期間
自平成19年10月２日

至平成49年10月１日

自平成20年９月２日　　至

平成50年９月１日
　

　(注)株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度(平成21年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年
ストック・
オプション

平成16年
ストック・
オプション

平成18年
ストック・
オプション

平成19年
ストック・
オプション

平成20年
ストック・
オプション

権利確定前　　　

（株）
                    

前連結会計年度

末
－ － 181,000 36,100 －

付与 － － － － 44,000

失効 － － － － －

権利確定 － － 181,000 － －

未確定残 － － － 36,100 44,000

権利確定後　　　

（株）
                    

前連結会計年度

末
124,000 902,000 － － －

権利確定 － － 181,000 － －

権利行使 － － － － －

失効 － － 5,000 － －

未行使残 124,000 902,000 176,000 － －

②　単価情報

 
平成14年
ストック・
オプション

平成16年
ストック・
オプション

平成18年
ストック・
オプション

平成19年
ストック・
オプション

平成20年
ストック・
オプション

権利行使価格　　

（円）
417 681 1,075 1 1

行使時平均株価　

（円）
－ － － － －

公正な評価単価

（付与日）（円）
－ － 185 459 205
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２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積り方法

　当連結会計年度において付与された平成20年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積り方法

は以下のとおりであります。

（1）使用した評価技法　ブラック・ショールズ式

（2）主な基礎数値及び見積り方法

 平成20年ストック・オプション

株価変動性　（注）１ 37％ 

予想残存期間　（注）２ 15年

予想配当　（注）３  15円／株

無リスク利子率　（注）４  1.9％

　（注）１．付与日前10年間の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点におい

て行使されるものと推定して見積もっております。

３．平成20年３月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積り方法

　将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

４．連結財務諸表への影響額

当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　　   14百万円

５．権利不行使による失効により利益として計上した金額

　その他特別利益　　　　　　　　　0百万円
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び

人数

当社取締役　３名

当社従業員、当社子会社の取締

役及び従業員　11名

当社取締役　５名

当社執行役員、当社子会社の取

締役　２名

当社取締役　７名

当社執行役員及び従業員、当

社子会社の取締役及び従業員

　51名

ストック・オプション

数(注)
普通株式　　  　 －株 普通株式　　  　 －株 普通株式　　172,000株

付与日 平成14年７月１日 平成16年７月１日 平成18年８月７日

権利確定条件

①権利行使の時に当社及び当社

子会社の取締役、監査役、執行

役員、もしくは従業員の地位に

あることを要する。ただし、任

期満了による取締役、監査役、

執行役員の退任者及び定年に

よる従業員の退職者は除く。

②新株予約権の割当を受けた者

が権利行使期間の始期が到来

する前に死亡したときは、相続

人は新株予約権を行使するこ

とができない。

 ①権利行使の時においても、

当社又は当社子会社の取締

役、執行役員の地位にあるこ

とを要する。

②新株予約権者が死亡した場

合は、相続人がこれを行使で

きるものとする。ただし、③に

規定する「新株予約権割当契

約」に定める条件による。

③その他の条件は、平成16年

６月28日定時株主総会及び新

株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるとこ

ろによる。

 ①権利行使時においても当

社又は当社子会社の取締役、

監査役、執行役員、従業員の

地位にあることを要する。

②新株予約権者が死亡した

場合は、相続人が行使できる

ものとする。

③行使請求日の前日終値

（取引が成立しない場合は

それに先立つ直近の取引日

の終値）が行使価額に1.05

を乗じた金額に満たない場

合は、行使できない。

④その他の条件については、

取締役会決議に基づき、別途

当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところに

よる。

対象勤務期間
自平成14年７月１日

至平成16年６月30日

自平成16年７月１日

至平成16年９月30日

自平成18年８月７日

至平成20年７月31日

権利行使期間
自平成16年７月１日

至平成21年６月30日

自平成16年10月１日

至平成21年９月30日

自平成20年８月１日

至平成25年７月31日

　(注)株式数に換算して記載しております。 　
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平成19年

ストック・オプション

平成20年

ストック・オプション

平成21年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び

人数

当社取締役　7名

当社執行役員及び当社子会社

の取締役、執行役員　3名

当社取締役　7名

当社子会社の取締役及び執行

役員　3名

当社取締役　7名

当社子会社の取締役及び執行

役員　3名

ストック・オプション

数(注)
普通株式　　36,100株 普通株式　　 44,000株 普通株式　　 43,000株

付与日 平成19年10月１日 平成20年９月１日 平成21年７月31日

権利確定条件

 ①当社の取締役又は執行役員

の地位を喪失した日、もしく

は、当社子会社の取締役又は

執行役員の地位を喪失した日

（子会社の取締役又は執行役

員を兼務している場合は、そ

のいずれの地位も喪失した

日。執行役員については、その

地位を喪失した日又は従業員

退職のいずれか遅い日とす

る。）のそれぞれの翌日から

10日間内に一括して行使する

方法によってのみ行使できる

ものとする。

②新株予約権者が死亡により

退任した場合は、その相続人

は相続開始から３ヶ月間に限

り行使できるものとする。た

だし、取締役会が相続人の行

使可能期間を延長した場合、

延長後の行使可能期間の満了

するまで行使できるものとす

る。

③その他の条件については、

取締役会決議に基づき、別途

当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契

約」に定めるところによる。

 ①当社の取締役又は執行役員

の地位を喪失した日又は当社

子会社の取締役又は執行役員

の地位を喪失した日（子会社

の取締役又は執行役員を兼務

している場合は、そのいずれ

の地位も喪失した日。執行役

員については、その地位を喪

失した日又は従業員退職のい

ずれか遅い日とする。）のそ

れぞれの翌日から10日間内に

一括して行使する方法によっ

てのみ、新株予約権を行使で

きるものとする。

②新株予権者が死亡により退

任した場合は、その相続人は

相続開始から３ヶ月間に限り

新株予約権を行使できるもの

とする。ただし、取締役会が相

続人の行使可能期間を延長し

た場合、延長後の行使可能期

間の満了するまで、当該相続

人は新株予約権を行使できる

ものとする。

③その他の条件については、

取締役会決議に基づき、別途

当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契

約」に定めるところによる。

 ①当社の取締役又は執行役員

の地位を喪失した日又は当社

子会社の取締役又は執行役員

の地位を喪失した日（子会社

の取締役又は執行役員を兼務

している場合は、そのいずれ

の地位も喪失した日。執行役

員については、その地位を喪

失した日又は従業員退職のい

ずれか遅い日とする。）のそ

れぞれの翌日から10日間内に

一括して行使する方法によっ

てのみ、新株予約権を行使で

きるものとする。

②新株予権者が死亡により退

任した場合は、その相続人は

相続開始から３か月間に限り

新株予約権を行使できるもの

とする。ただし、取締役会が相

続人の行使可能期間を延長し

た場合、延長後の行使可能期

間の満了するまで、当該相続

人は新株予約権を行使できる

ものとする。

③その他の条件については、

取締役会決議に基づき、別途

当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契

約」に定めるところによる。

対象勤務期間 対象期間の定めはありません。
自平成20年９月１日

至平成20年９月２日
　平成21年７月31日

権利行使期間
自平成19年10月２日

至平成49年10月１日

自平成20年９月２日

至平成50年９月１日

自平成21年８月１日　　至平成51

年７月31日

　(注)株式数に換算して記載しております。 　
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度(平成22年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年
ストック・
オプション

平成16年
ストック・
オプション

平成18年
ストック・
オプション

平成19年
ストック・
オプション

平成20年
ストック・
オプション

平成21年
ストック・
オプション

権利確定前　　　

（株）
                        

前連結会計年度

末
－ － － 36,100 44,000 －

付与 － － － － － 43,000

失効 － － － － － －

権利確定 － － － － － －

未確定残 － － － 36,100 44,000 43,000

権利確定後　　　

（株）
                        

前連結会計年度

末
124,000 902,000 176,000 － － －

権利確定 － － － － － －

権利行使 － － － － － －

失効 124,000 902,000 4,000 － － －

未行使残 － － 172,000 － － －

②　単価情報

 
平成14年
ストック・
オプション

平成16年
ストック・
オプション

平成18年
ストック・
オプション

平成19年
ストック・
オプション

平成20年
ストック・
オプション

平成21年
ストック・
オプション

権利行使価格　　

（円）
417 681 1,075 1 1 1

行使時平均株価　

（円）
－ － － － － －

公正な評価単価

（付与日）（円）
－ － 185 459 205 235
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２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積り方法

　当連結会計年度において付与された平成21年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積り方法

は以下のとおりであります。

（1）使用した評価技法　ブラック・ショールズ式

（2）主な基礎数値及び見積り方法

 平成21年ストック・オプション

株価変動性　（注）１ 36％ 

予想残存期間　（注）２ 15年

予想配当　（注）３  10円／株

無リスク利子率　（注）４  1.9％

　（注）１．付与日前10年間の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点におい

て行使されるものと推定して見積もっております。

３．平成21年３月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積り方法

　将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

４．連結財務諸表への影響額

当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　　   10百万円

５．権利不行使による失効により利益として計上した金額

　特別利益の「その他」　　　　　　0百万円

EDINET提出書類

株式会社ケーユーホールディングス(E02714)

有価証券報告書

67/99



（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内

訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内

訳

（1）繰延税金資産（流動） （1）繰延税金資産（流動）

未払事業税 25百万円

賞与引当金 82

在庫未実現利益 0

その他 84

　繰延税金資産（流動）合計 193百万円

繰延税金負債との相殺額 △0

　繰延税金資産（流動）純額 193百万円

未払事業税 35百万円

賞与引当金 63

在庫未実現利益 1

その他 93

　繰延税金資産（流動）合計 194百万円

（2）繰延税金資産（固定） （2）繰延税金資産（固定）

投資有価証券評価損 217百万円

長期未払金（役員退職慰労金） 143

のれん償却費 33

減価償却超過額 266

固定資産除却損 93

その他 251

　繰延税金資産（固定）小計 1,005百万円

評価性引当額 △262

　繰延税金資産（固定）合計 743百万円

繰延税金負債との相殺額 △16

　繰延税金資産（固定）純額 726百万円

投資有価証券評価損 228百万円

長期未払金（役員退職慰労金） 143

減価償却超過額 102

その他 132

　繰延税金資産（固定）小計 607百万円

評価性引当額 △274

　繰延税金資産（固定）合計 333百万円

繰延税金負債との相殺額 △262

　繰延税金資産（固定）純額 70百万円

（3）繰延税金負債（固定） （3）繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △14百万円

その他 △2

　繰延税金負債（固定）合計 △17百万円

繰延税金資産との相殺額 16

　繰延税金負債（固定）純額 △1百万円

その他有価証券評価差額金 △36百万円

固定資産圧縮積立金 △1,604

　繰延税金負債（固定）合計 △1,640百万円

繰延税金資産との相殺額 262

　繰延税金負債（固定）純額 △1,377百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

評価性引当額 20.3 

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.4 

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△2.3 

税額等見積差額 △3.4 

法人税等還付額 △3.3 

源泉所得税等 2.3 

繰越欠損金 △2.4 

その他 1.4 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
53.7 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

事業分離

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び事業分離の法的形式を

含む事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称及び事業分離の内容

分離先企業の名称　　メトロポリタンモーターズ株式会社

事業分離の内容　　　株式会社モトーレン東名横浜　港南支店

　　　　　　　　　　（内容：ＢＭＷ正規ディーラー事業） 

(2) 事業分離を行った主な理由

港南支店エリアにおける今後の成長性等を勘案し、譲渡が妥当と判断したため。

(3) 事業分離日

平成20年７月１日

(4) 法的形式を含む事業分離の概要

株式会社モトーレン東名横浜を分離元企業として、メトロポリタンモーターズ株式会社を分離先企業とす

る事業譲渡を実施いたしました。

２．実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

100百万円

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

固定資産　　6百万円 

３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称

（セグメント情報）に記載のとおり、当社グループは、事業の種類別セグメント情報を省略しているため、該

当事項はありません。

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高　　　236百万円

営業損失　　 16百万円

　 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。　　

（追加情報）

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年

11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23

号　平成20年11月28日）を適用しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社グループは、自動車関連事業を１セグメントとしており、当

該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支

店がないため該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を

適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

 

１．関連当事者との取引

　該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 

１．関連当事者との取引

　該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,214円76銭

１株当たり当期純利益金額 26円86銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額
26円76銭

１株当たり純資産額 1,441円75銭

１株当たり当期純利益金額 215円50銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額
213円96銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 481 3,687

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 481 3,687

期中平均株式数（株） 17,924,884 17,113,493

         

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

普通株式増加数（株） 61,308 122,720

（新株予約権） (61,308) (122,720)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

平成14年新株予約権（新株予約

権の数620個）　　　　　　　　平成16年

新株予約権（新株予約権の数

4,510個）　

平成18年新株予約権（新株予約

権の数1,760個）

これらの詳細については、「第

４．提出会社の状況１株式等の

状況(２)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。

平成18年新株予約権（新株予約

権の数1,720個）

これらの詳細については、「第

４．提出会社の状況１株式等の

状況(２)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　当社は、平成21年５月14日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議

いたしました。

１．自己株式取得に関する取締役会の決議内容

（1）取得する株式の種類

　　当社普通株式

（2）取得する株式の総数

　　1,000,000株（上限）

（3）取得する期間

　　平成21年５月15日から平成21年９月18日

（4）取得価額の総額

　　300百万円（上限）

　当社は、平成22年５月13日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議

いたしました。

１．自己株式取得に関する取締役会の決議内容

（1）取得する株式の種類

　　当社普通株式

（2）取得する株式の総数

　　1,000,000株（上限）

（3）取得する期間

　　平成22年５月14日から平成22年９月17日

（4）取得価額の総額

　　350百万円（上限）
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 47 47 0.8 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 164 116 2.1
平成23年～　　　　

平成39年

その他有利子負債

買掛金
140 299 2.9 －

合計 353 464     － －

（注）１．平均利率については、当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 　　 ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 9 6 6 6

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円） 8,582 9,301 9,246 9,978

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円）
282 433 292 5,300

四半期純利益金額

（百万円）
149 251 167 3,118

１株当たり四半期純利益金

額（円）
8.74 14.66 9.80 183.45
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,078 930

有価証券 110 10

前払費用 23 21

繰延税金資産 40 13

関係会社短期貸付金 2,270 2,451

未収収益 ※3
 257

※3
 309

その他 360 97

流動資産合計 4,140 3,833

固定資産

有形固定資産

建物 3,688 5,196

減価償却累計額 △763 △976

建物（純額） 2,925 4,219

構築物 539 503

減価償却累計額 △317 △254

構築物（純額） 221 249

機械及び装置 25 25

減価償却累計額 △23 △23

機械及び装置（純額） 1 1

工具、器具及び備品 106 105

減価償却累計額 △73 △84

工具、器具及び備品（純額） 32 20

土地 8,388 8,054

建設仮勘定 67 －

有形固定資産合計 11,637 12,544

無形固定資産

電話加入権 15 15

ソフトウエア 11 6

無形固定資産合計 26 21

投資その他の資産

投資有価証券 665 694

関係会社株式 4,650 4,873

出資金 0 0

長期前払費用 103 80

繰延税金資産 542 －

敷金及び保証金 214 205

保険積立金 10 11

その他 － 4

貸倒引当金 － △4

投資その他の資産合計 6,187 5,866

固定資産合計 17,851 18,432

資産合計 21,991 22,266
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 5 5

未払金 807 14

未払費用 233 277

未払法人税等 22 55

預り金 44 27

前受収益 13 13

賞与引当金 5 4

圧縮未決算特別勘定 ※2
 3,496 －

流動負債合計 4,629 397

固定負債

受入保証金 12 12

長期借入金 119 113

長期未払金 352 352

繰延税金負債 － 1,300

その他 26 25

固定負債合計 510 1,803

負債合計 5,139 2,201

純資産の部

株主資本

資本金 6,321 6,321

資本剰余金

資本準備金 6,439 6,439

資本剰余金合計 6,439 6,439

利益剰余金

利益準備金 193 193

その他利益剰余金

配当平均積立金 2 2

固定資産圧縮積立金 4 2,221

別途積立金 38 38

繰越利益剰余金 8,635 9,665

利益剰余金合計 8,874 12,121

自己株式 △4,855 △4,942

株主資本合計 16,779 19,940

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13 56

評価・換算差額等合計 13 56

新株予約権 58 67

純資産合計 16,851 20,064

負債純資産合計 21,991 22,266
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業収益

子会社経営指導料 214 190

子会社業務受託手数料 99 100

子会社賃貸収入 508 620

子会社受取配当金 280 604

営業収益合計 1,102 1,516

営業費用

役員報酬 148 130

給与及び手当 84 56

減価償却費 176 288

賃借料 115 133

租税公課 79 81

支払手数料 54 52

その他 134 103

営業費用合計 792 847

営業利益 309 669

営業外収益

受取利息 ※3
 36

※3
 24

受取配当金 12 13

受取地代家賃 34 34

受取保険金 17 2

雑収入 6 9

営業外収益合計 108 83

営業外費用

支払利息 3 2

減価償却費 10 9

賃貸費用 5 5

訴訟関連費用 － 4

雑損失 0 －

営業外費用合計 19 22

経常利益 398 730
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 5 －

新株予約権戻入益 0 0

収用補償金 － 5,023

特別利益合計 6 5,023

特別損失

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 140 28

固定資産売却損 － ※2
 334

固定資産除却損 ※1
 213

※1
 21

減損損失 ※4
 19 －

特別損失合計 373 384

税引前当期純利益 30 5,369

法人税、住民税及び事業税 △7 96

法人税等調整額 86 1,854

法人税等合計 79 1,950

当期純利益又は当期純損失（△） △48 3,419
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 6,321 6,321

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,321 6,321

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 6,439 6,439

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,439 6,439

資本剰余金合計

前期末残高 6,439 6,439

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,439 6,439

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 193 193

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 193 193

その他利益剰余金

配当平均積立金

前期末残高 2 2

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2 2

固定資産圧縮積立金

前期末残高 4 4

当期変動額

当期変動額合計 － 2,217

当期末残高 4 2,221

別途積立金

前期末残高 38 38

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 38 38
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 8,911 8,635

当期変動額

剰余金の配当 △226 △171

当期純利益又は当期純損失（△） △48 3,419

固定資産圧縮積立金の積立 － △2,217

当期変動額合計 △275 1,030

当期末残高 8,635 9,665

利益剰余金合計

前期末残高 9,149 8,874

当期変動額

剰余金の配当 △226 △171

当期純利益又は当期純損失（△） △48 3,419

当期変動額合計 △275 3,247

当期末残高 8,874 12,121

自己株式

前期末残高 △4,657 △4,855

当期変動額

自己株式の取得 △197 △86

当期変動額合計 △197 △86

当期末残高 △4,855 △4,942

株主資本合計

前期末残高 17,253 16,779

当期変動額

剰余金の配当 △226 △171

当期純利益又は当期純損失（△） △48 3,419

自己株式の取得 △197 △86

当期変動額合計 △473 3,160

当期末残高 16,779 19,940

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 155 13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△142 43

当期変動額合計 △142 43

当期末残高 13 56

評価・換算差額等合計

前期末残高 155 13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△142 43
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当期変動額合計 △142 43

当期末残高 13 56

新株予約権

前期末残高 44 58

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 9

当期変動額合計 13 9

当期末残高 58 67

純資産合計

前期末残高 17,453 16,851

当期変動額

剰余金の配当 △226 △171

当期純利益又は当期純損失（△） △48 3,419

自己株式の取得 △197 △86

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △128 52

当期変動額合計 △601 3,213

当期末残高 16,851 20,064
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　２年～40年

構築物　　　５年～20年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　５年～40年

構築物　　　７年～20年

　 （追加情報）

　平成20年度の法人税法改正による法定

耐用年数の変更に伴い、機械装置につい

て、当連結会計年度より耐用年数の変更

を行っております。

　当該変更に伴う損益への影響は軽微で

あります。　

　

　

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　　ソフトウェア 

　社内における利用可能期間（５年）

　による定額法を採用しております。　

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

(3）リース資産

同左

４．引当金の計上基準 (1）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備える

ため、実際支給見込相当額を引当計上

しております。

(1）賞与引当金

同左

　 　 (2）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を採用

しております。

消費税等の会計処理

同左

【会計処理方法の変更】
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。なお、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。これ

による損益に与える影響額はありません。 

　　　　　　　　　　──────

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（貸借対照表）

　前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりまし

た「未収収益」は、当期において、資産の総額の100分の１を

超えたため区分掲記しました。

　なお、前期末の「未収収益」は36百万円であります。 

　　　　　　　　　　──────　

　

（損益計算書）

　前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりま

した「受取保険金」は、当期において、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期末の「受取保険金」は４百万円であります。 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

　１．偶発債務

　関係会社の仕入先よりの債務に対し、次のとおり債務

保証を行っております。

　１．偶発債務

　関係会社の仕入先よりの債務に対し、次のとおり債務

保証を行っております。

東名横浜クライスラー㈱ 6百万円

㈱モトーレン東名横浜 60

㈱シュテルン世田谷 239

計 306百万円

㈱ファイブスター東名横浜 11百万円

㈱モトーレン東名横浜 52

㈱シュテルン世田谷 415

㈱ファーレン神奈川中央 52

計 531百万円

　また、関係会社のリース債務に対し、次のとおり債務

保証を行っております。

　

㈱モトーレン東名横浜 0百万円 　

※２．圧縮未決算特別勘定の内容

圧縮未決算特別勘定3,496百万円は、本社用地の一部

が国道16号線の道路用地として収用されることが決定

したため、今後取得予定の代替資産に充てるために計

上しております。

２．　　　　　　　　──────

※３．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債に区分掲記されたも

ののほか次のものがあります。

※３．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債に区分掲記されたも

ののほか次のものがあります。

未収収益 257百万円 未収収益 307百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 ※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

建物 91百万円

構築物 4

工具、器具及び備品 0

解体費用 117

計 213百万円

建物 3百万円

構築物 9

工具、器具及び備品 0

解体費用 8

計 21百万円

２．　　　　　　　　────── ※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりです。

　 　 土地 334

計 334百万円

※３．区分掲記しているものの他、関係会社との取引に係

る主なものは次のとおりです。

※３．区分掲記しているものの他、関係会社との取引に係

る主なものは次のとおりです。

受取利息 27百万円 受取利息 18百万円

※４．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
金額

（百万円）
神奈川県
相模原市

賃貸用資産
建物及び
構築物等

19

　賃貸用資産については個別の物件ごとにグルーピン

グしております。

　収益性が低下している上記資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（19百万円）として特別損失に計上しております。

　その内訳は建物16百万円、構築物2百万円、機械及び装

置0百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、取引価格を参考に評価しており

ます。

４．　　　　　　　　──────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 4,926,946 981,370 － 5,908,316

合計 4,926,946 981,370 － 5,908,316

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加270株、取締役会決議による自己株式の取

得による増加981,100株であります。

　

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 5,908,316 285,784 － 6,194,100

合計 5,908,316 285,784 － 6,494,100

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加184株、取締役会決議による自己株式の取

得による増加285,600株であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

ソフトウェア 30 15 14
合計 30 15 14

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

ソフトウェア 30 20 9
合計 30 20 9

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 4百万円

１年超 9百万円

合計 14百万円

１年内 4百万円

１年超 4百万円

合計 9百万円

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

（注）　　　　　　　　 同左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の

記載は省略しております。

（減損損失について）

同左

（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度 (平成22年３月31日） 

　子会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式4,873百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(1）繰延税金資産（流動） (1）繰延税金資産（流動）

未払事業税 4百万円

賞与引当金 8

その他 27

繰延税金資産（流動）合計 40百万円

繰延税金負債との相殺額 △0

繰延税金資産（流動）純額 40百万円

未払事業税 11百万円

賞与引当金 1

その他 0

繰延税金資産（流動）合計 13百万円

(2）繰延税金資産（固定） (2）繰延税金資産（固定）

投資有価証券評価損 210百万円

長期未払金（役員退職慰労金） 143

減価償却超過額 191

固定資産除却損 83

その他 188

繰延税金資産（固定）小計 817

評価性引当額 △262

繰延税金資産（固定）合計 554百万円

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △9百万円

その他 △2

繰延税金負債（固定）合計 △12百万円

繰延税金資産(固定)の純額 542百万円

投資有価証券評価損 222百万円

長期未払金（役員退職慰労金） 143

減価償却超過額 38

その他 117

繰延税金資産（固定）小計 522

評価性引当額 △274

繰延税金資産（固定）合計 248百万円

繰延税金負債との相殺額 △248

繰延税金資産（固定）純額 －百万円

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △24百万円

固定資産圧縮積立金 △1,524

繰延税金負債（固定）合計 △1,549百万円

繰延税金資産との相殺額 248

繰延税金負債(固定)の純額 △1,300百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△379.0

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
10.9

繰越欠損金 △81.9

法人税等還付額 △28.3

源泉所得税等 77.1

　評価性引当額 679.4

税額等見積差額 △60.6

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
258.6

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△4.6

　評価性引当額 0.2

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
36.3
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 978円94銭

１株当たり当期純損失金額 2円72銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

１株当たり純資産額 1,185円46銭

１株当たり当期純利益金額 199円79銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額
198円36銭

　

　（注）　１株当たり当期純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純損益金額   

当期純損益（百万円） △48 3,419

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損益（百万円） △48 3,419

期中平均株式数（株） 17,924,884 17,113,493

         

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

普通株式増加数（株） 61,308 122,720

（新株予約権） (61,308) (122,720)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

平成14年新株予約権（新株予約

権の数620個）　　　　　　　　　平成16

年新株予約権（新株予約権の数

4,510個）　

平成18年新株予約権（新株予約

権の数1,760個）

これらの詳細については、「第

４．提出会社の状況１株式等の

状況(２)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。

平成18年新株予約権（新株予約

権の数1,720個）

これらの詳細については、「第

４．提出会社の状況１株式等の

状況(２)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　当社は、平成21年５月14日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議

いたしました。

１．自己株式取得に関する取締役会の決議内容

（1）取得する株式の種類

　　当社普通株式

（2）取得する株式の総数

　　1,000,000株（上限）

（3）取得する期間

　　平成21年５月15日から平成21年９月18日

（4）取得価額の総額

　　300百万円（上限）

　当社は、平成22年５月13日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議

いたしました。

１．自己株式取得に関する取締役会の決議内容

（1）取得する株式の種類

　　当社普通株式

（2）取得する株式の総数

　　1,000,000株（上限）

（3）取得する期間

　　平成22年５月14日から平成22年９月17日

（4）取得価額の総額

　　350百万円（上限）
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他

有価証

券

㈱横浜銀行 461,408 211

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 308,770 151

㈱ジャックス 754,000 149

㈱ユー・エス・エス 3,000 19

㈱八千代銀行 7,560 16

太陽インキ製造㈱ 4,320 10

㈱オートバックスセブン 2,200 6

豊田通商㈱ 4,242 6

㈱平和 6,000 5

千寿産業㈱ 6,000 3

その他（16銘柄） 50,347 13

計 1,607,847 593

 　　　　　【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

野村ホールディングス㈱第１回期限

前償還条項付無担保社債
100 101

計 100 101

 

  

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券

その他

有価証

券

（公社債投資信託）

フリーファイナンシャルファンド
10,165,689 10

計 10,165,689 10
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末

残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 3,688 1,532 24 5,196 976 234 4,219
構築物 539 83 119 503 254 46 249
機械及び装置 25     － － 25 23 0 1
工具、器具及び備品 106 － 0 105 84 12 20
土地 8,388 － 334 8,054 － － 8,054
建設仮勘定 67　　 － 67 － － － －

有形固定資産計 12,814 1,616 546 13,884 1,339 292 12,544

無形固定資産        

電話加入権 15 － － 15 － － 15
ソフトウエア 86 － － 86 80 5 6

無形固定資産計 101 － － 101 80 5 21

長期前払費用 155 2 11 146 65 10 80

   (注）　１.当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物　　　　　㈱ケーユー本店リニューアル　  　 　　 　　　　1,248百万円

構築物　　　　㈱ケーユー本店リニューアル　　  　　　　  　　　 43百万円

２.当期減少額の主なものは次のとおりであります。

建物　　　　　㈱ケーユー本店リニューアル工事に伴う除却　　　　 22百万円

構築物　　　　㈱ケーユー本店リニューアル工事に伴う除却　　　  119百万円

土地　　　　　収用による売却　　　　　　　　　　　　　　　　  334百万円  

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 5 4 5     － 4

貸倒引当金 － 4 －     － 4
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金の種類  

当座預金 1

普通預金 315

定期預金 600

別段預金 4

郵便貯金 9

小計 930

合計 930

ロ．関係会社短期貸付金

相手先 金額（百万円）

㈱モトーレン東名横浜 2,221

㈱ファーレン神奈川中央 230

合計 2,451

②　固定資産

関係会社株式 

区分 金額（百万円）

㈱ケーユー 3,951

㈱シュテルン世田谷 385

㈱モトーレン東名横浜 273

㈱ファイブスター東名横浜 254

㈱ファーレン神奈川中央 10

合計 4,873

 

③　固定負債

繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　　　　　1,300百万円　

内訳は「２　財務諸表等　(1)　財務諸表　繰延税金資産の主な原因別の内訳」に記載しております。

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所  　　　　　　──────

買取手数料 株式の売買の委託に係わる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告　（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）１．事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲

載して行います。

なお、電子公告は下記の当社ホームページに掲載しております。

　　　ホームページアドレス　http://www.ku-hd.com

２．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受

ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第37期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月24日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成21年６月24日関東財務局長に提出　

(3) 四半期報告書及び確認書 

（第38期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月12日関東財務局長に提出

（第38期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日関東財務局長に提出

（第38期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出

(4) 自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年６月30日）平成21年７月10日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年７月31日）平成21年８月６日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成21年８月１日　至　平成21年８月31日）平成21年９月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年９月30日）平成21年10月７日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成21年11月１日　至　平成21年11月30日）平成21年12月９日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成21年12月１日　至　平成21年12月31日）平成22年１月８日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年１月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年２月28日）平成22年３月10日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年３月31日）平成22年４月９日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成21年6月24日

株式会社ケーユーホールディングス   

 取締役会　御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 磯貝　和敏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　直志　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内野　福道　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ケーユーホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に
ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対
する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
ケーユーホールディングス及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度
の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ケーユーホールディング
スの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部
統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す
ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可
能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社ケーユーホールディングスが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成22年6月28日

株式会社ケーユーホールディングス   

 取締役会　御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 磯貝　和敏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　直志　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内野　福道　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ケーユーホールディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に
ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対
する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
ケーユーホールディングス及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度
の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ケーユーホールディング
スの平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部
統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す
ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可
能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社ケーユーホールディングスが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成21年6月24日

株式会社ケーユーホールディングス   

 取締役会　御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 磯貝　和敏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　直志　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内野　福道　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ケーユーホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ケー

ユーホールディングスの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成22年6月28日

株式会社ケーユーホールディングス   

 取締役会　御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 磯貝　和敏　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　直志　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内野　福道　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ケーユーホールディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ケー

ユーホールディングスの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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